
  

a 

安衛則第151条の67（昇降設備）※赤字が改正部分。以下同じ。 
  事業者は、最大積載量が２トン以上の貨物自動車に荷を積む作業（ロープ掛けの作業及びシート掛けの作業を含む。） 
又は最大積載量が２トン以上の貨物自動車から荷を卸す作業（ロープ解きの作業及びシート外しの作業を含む。）を  
行うときは、墜落による労働者の危険を防止するため、当該作業に従事する労働者が床面と荷台との間及び床面と   
荷台上の荷の上面との間を安全に昇降するための設備を設けなければならない。 ※第2項省略 

貨物自動車における荷役作業時の墜落・転落対策の 
充実のため労働安全衛生規則の一部が改正されます 

－１６－ 

❶   

改正のポイント 

● 荷を積み卸す作業を行うときに、昇降設備の設置義務の対象となる貨物自動車を、  

現行の最大積載量 5 トン以上から 2 トン以上に拡大した。 

● 床面と荷台との間を昇降する際に墜落・転落災害が多く発生していることを 

踏まえ、昇降設備の設置対象となる箇所に、「床面と荷台との間」を明記した。 

なお、荷台に昇降するが、荷台の荷の上に昇降しない場合は、荷台への昇降設備

の設置のみで差し支えないこと。 

● 「昇降設備」には、踏み台等の可搬式のもののほか、貨物自動車に設置されてい

る昇降用のステップ等を含むこと。また、テールゲートリフターを中間位置で 

停止させてステップとして使用する場合は昇降設備として認められること。 

● 昇降設備の構造は、手すりのあるもの、踏板に一定の幅や 

奥行きがあるものが望ましいこと。そのほか、貨物自動車に 

乗降グリップがあり、三点支持等により安全に昇降できるよ 

うな形式のものが望ましいこと。 

● 本条が適用されない貨物自動車において荷を積み卸す作業 

等を行う場合であっても、高さが１．５ｍを超える箇所で作業 

を行うときは、安衛則第 526 条の規定が適用されることに 

留意すること。 

b 

a ＝床面と荷台との間 ←追加 
ｂ＝床面と荷台上の荷の上面との間 

安衛則第151条の74（保護帽の着用） ※第2項省略 
  事業者は、次の各号のいずれかに該当する貨物自動車に荷を積む作業（ロープ掛けの作業及びシート掛けの作業を  
含む。）又は次の各号のいずれかに該当する貨物自動車から荷を卸す作業（ロープ解きの作業及びシート外しの作業を
含む。）を行うとき（第三号に該当する貨物自動車にあっては、テールゲートリフターを使用するときに限る。）は、墜落による
労働者の危険を防止するため、当該作業に従事する労働者に保護帽を着用させなければならない。 

 一 最大積載量が5トン以上のもの 
二 最大積載量が２トン以上５トン未満であって、荷台の側面が構造上開放されているもの又は構造上開放できるもの 
三 最大積載量が 2 トン以上 5 トン未満であって、テールゲートリフターが設置されているもの（前号に該当するものを除く。） 

❷   

改正のポイント 

● 荷を積み卸す作業を行うときに、労働者に保護帽を着用させる義務 

の対象となる貨物自動車に、最大積載量が 5 トン以上のものに上記の  

第二号、第三号を加えた。 

● 「荷台の側面が構造上開放されているもの又は構造上開放できるもの」 

には、あおりのない荷台を有する貨物自動車並びに平ボディ車及びウイン

グ車が含まれる。またバン（荷台の四方が囲まれた箱形のもの（ウイング

車除く。））等は含まれない。 

● 「テールゲートリフターを使用するとき」には、テールゲートリフターを使用せずに荷を積み卸す作業を 

行う場合は含まれない。また、テールゲートリフターを中間位置で停止させ、労働者が単にステップとして

使用する場合で、荷を積み卸す作業を行わないときも含まれない。 

昇降設備の例 



● 貨物自動車の荷台の高さの荷受け台（プラットフォーム等）が設置され、荷台の端部から墜落す

るおそれがない場所において荷を積み卸す作業を行う場合等、墜落の危険がない状態で荷を積み卸

す作業を行う場合は、第 151 条の 74 第 1 項の荷を積み卸す作業を行うときに該当しないこと。 

● 本条が適用されない貨物自動車において、荷を積み卸す作業等を行う 

場合であっても、高さが２ｍ以上の箇所で作業を行う場合で、墜落に 

より労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、安衛則第 518 条又は 

第 519 条の規定が適用されることに留意すること。 

● 保護帽は、型式検定（国家検定）に合格した「墜落時保護用」の製品 

を使用すること。 

 

改正のポイント 

● 荷を積み卸す作業を伴うテールゲートリフターの操作の業務を特別教育の   

対象としたもの。 

● 安全衛生特別教育規程の改正により、学科教育４時間、実技教育２時間、

合計６時間の特別教育が必要です。※経験等による一部省略あり 

● 「テールゲートリフター」には、テールゲートリフターの稼働スイッチを操作す

ることのほか、テールゲートリフターに備え付けられた荷のキャスターストッパ

ー等を操作すること、昇降板の展開や格納の操作を行うこと等、テールゲートリフ

ターを使用する業務が含まれること。 

● 荷を積み卸す作業を伴わない定期点検等の業務、貨物自動車以外の自動車等に設置されているテール  

ゲートリフター、介護用の車両に設置されている車いすを対象とする装置等の操作の業務は含まれないこと。 

● テールゲートリフターの製造者、取付業者等による操作説明が、特別教育の対象である労働者に

対して、テールゲートリフターの操作を実際に行わせながら適切に実施される場合には、当該説明

に要した時間を実技教育の教育時間（２時間）の一部として取り扱って差し支えないこと。 

改正のポイント 

● 運転席とテールゲートリフターの操作位置が異なる場合は、運転者が運転位置を離れる場合に義務

付けられている「荷役装置を最低降下位置に置くこと」と「エンジン停止」が適用除外となること。 

  ただし、ブレーキを確実にかける等の貨物自動車の逸走防止措置を講じる必要があること。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労（平 27.8）検 

(1)TH○○号 (2)TH○○号 

製造業者 ㈱○○○○ 
製造年月 H29.11 
(1)飛来・落下物用 
(2)墜落時保護用 

保護帽のラベル例 

安衛則第36条（特別教育を必要とする業務）  
法第59条第3項の厚生労働省令で定める危険又は有害な業務は、次のとおりとする。 
五の四 テールゲートリフター（第 151 条の２第七号の貨物自動車の荷台の後部に設置された動力により駆動

されるリフトをいう。以下同じ）の操作の業務（当該貨物自動車に荷を積む作業又は当該貨物自動車か
ら荷を卸す作業を伴うものに限る。） 

❸  

テールゲートリフターの例 

※パワーゲート、テールリフト等、
メーカーごとに商品名が異なること
に注意 

安衛則第151条の11（運転位置から離れる場合の措置）  
事業者は、車両系荷役運搬機械等の運転者が運転位置から離れるときは、当該運転者に次の措置を講じさせなければ

ならない。ただし、走行のための運転位置と作業装置の運転のための運転位置が異なる貨物自動車を運転する場合に
あって、労働者が作業装置の運転のための運転位置において作業装置を運転し、又は運転しようとしている場合は、この
限りでない。 
一 フォーク、ショベル等の荷役装置（テールゲートリフターを除く。）を最低降下位置に置くこと。 
二 原動機を止め、かつ、停止の状態を保持するためのブレーキを確実にかける等の車両系荷役運搬機械等の逸走を
防止する措置を講ずること。 

２ （略） 
３ 事業者は、第１項ただし書の場合において、貨物自動車の停止の状態を保持するためのブレーキを確実にかける等

の貨物自動車の逸走を防止する措置を講じさせなければならない。 
４ 貨物自動車の運転者は、第１項ただし書の場合において、前項の措置を講じなければならない。 

❹  

－１７－ 



日本プロテクティブスニーカー協会

転倒予防のために
適切な「靴」を選びましょう

職場での にご注意ください！

甲部の締まり
つま先の余裕

前後左右の
ずれなし

踵の当た
りなし

靴と足はフィットして

いますか？

足に合った靴は疲労の

軽減、事故の防止に

つながります。

屈曲しやすい 屈曲しにくい

親指から小指の

付け根を適度に

曲げられますか？

靴の屈曲性が悪いと、疲労の蓄積、擦り足になり

やすく、つまずきの原因となります。

靴の前後の重さの

バランスは

とれていますか？

靴の重量がつま先部に偏っていると、歩行時につ

ま先部が上がりにくく、つまずきやすくなります。

サイズ 屈曲性

つま先から床面

まで一定の高さ

がありますか？

つま先の高さが低いと、ちょっとした段差につま

ずきやすくなります。

つま先部の高さ つま先が高い つま先が低い

靴底がすり減って

いませんか？

靴底の減りが大きい

靴は、滑りやすくなります

靴底の減り具合 靴底の凹凸あり 靴底の凹凸が減少

靴の滑りにくさを確認していますか？

耐滑性を有する靴は、以下の箇所で確認できます。

■安全靴の場合

個装箱のJISマーク

表示の近くに「F1」

または「F2」の表示

があるか確認してください。

■プロスニーカーの場合

靴のべろ裏面の表示に、

耐滑性のピクト表示が

あるかを確認してださい。

耐滑性の有無

その他の性能 ■かかと部の衝撃

エネルギー吸収性
かかとのクッション

性に関係し、かかと部の

疲労防止性能

■耐踏抜き性
釘などの鋭利なもの

から足裏を防護する

性能

■静電気帯電防止性
静電気帯電による放電着火

の防止と低電圧で

の靴底からの感電

防止性能

ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト

厚生労働省と労働災害防止団体は、労働災害のうちで最も件数が多い

「転倒災害」を減少させるため、「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」

を推進しています。

検 索

重量バランス
つま先が重い



先芯がいらない作業環境で使用する耐滑靴の探し方

会社名 電話番号 関連商品URL

弘進ゴム株式会社 022-214-3021 https://www.kohshin-grp.co.jp/FormMail/shoes/

株式会社シモン 0120-345-092 https://www.simon.co.jp/contact/

日進ゴム株式会社 086-243-2456 http://www.nisshinrubber.co.jp/contact/index.html

株式会社ノサックス 082-425-3241 www.nosacks.co.jp

株式会社丸五 086-428-0232 https://www.marugo.ne.jp

ミズノ株式会社 0120-320-799 https://sports-service.mizuno.jp/btob_service

ミドリ安全株式会社 03-3442-8293 https://midori-fw.jp/

作業時に着用する靴の安全性は、作業環境の状況に応じて決められています。

先芯（安全性を確保するために靴のつま先部分に入れる）を履く必要がない作業環境の場合

でも、耐滑靴を着用しなければならないことがあります。

その場合、先芯入りの安全靴やプロスニーカーであれば、靴の表示で耐滑性を確認できます

が、先芯入りでない靴は表示で耐滑性を確認することができません。

その場合は下記のメーカーへご相談ください。

職場の状況に適合する靴を紹介できるよう、以下の項目を参考に職場の作業環境等もご説明ください。

詳しくはメーカーや販売店にご相談ください

耐滑靴取り扱い店・メーカー

■作業中や作業後に水を取り扱うこと

ことがあるか

水を取り扱う場合、靴の表面素材は

人工皮革製・ゴム製が最適です

■作業中に重量物を取り扱うことが

あるか

重量物を取り扱う場合、安全靴を着用

してください

■滑りが発生する場合の状況

滑りが起きた状況によって

対策が変わります

（例）

･物につまづいた

→運搬と通路改善

･濡れた床で滑った

→水･油用耐滑靴検討

･凍結路面で滑った

→氷用耐滑靴検討

■床の材質

塗り床／タイル／カーペット等

床の材質で適合する靴底が変わります

https://www.kohshin-grp.co.jp/FormMail/shoes/
https://www.simon.co.jp/contact/
http://www.nisshinrubber.co.jp/contact/index.html
http://www.nosacks.co.jp/
https://www.marugo.ne.jp/
https://sports-service.mizuno.jp/btob_service
https://midori-fw.jp/


令和６年12月１日
～令和７年３月31日 まで

取 組 期 間

重 点 災 害

冬季の北海道では、路面凍結等による転倒、自動車のスリップや吹雪
等の視界不良による交通事故、除雪作業に伴う墜落や重機との接触、屋
内での内燃式発電機等の使用による一酸化炭素中毒などの冬季特有の労
働災害が多く発生しています。
「北海道冬季ゼロ災運動」は、これらの労働災害を防止するため、事業
者と労働者が一丸となって取り組みを行う具体的な事項を提唱し、冬季
ゼロ災の実現を目指すものです。
労使が協力して「北海道冬季ゼロ災運動」に取り組みましょう。

・転倒災害
・交通労働災害
・雪下ろしの際の墜落災害
・除雪作業時の重機災害
・一酸化炭素中毒

取 組 内 容

ことから、余裕を持った作業日程を設定すること。共 通 事 項
１ 経営トップは冬季ゼロ災に向けた各種対策に積極的に取り組むこと。
２ 冬季特有の要因を踏まえたリスクの見積りを行い、ハザードマップ等を作成する
とともに、リスク低減措置を講じること。（リスクアセスメント）
また、作業開始前のＫＹ（危険予知）活動、災害事例を取り入れた安全衛生教育

を実施すること。
３ 安全衛生管理体制を整備し、安全担当責任者自ら具体的な災害防止活動の管理を
行うこと。

４ 気象情報を事前に把握し、これに応じた作業スケジュールを計画すること。
また、大雪、低温等の警報・注意報発令時の関係者への周知徹底及び落雪のおそ

れがある場合や悪天候時の作業中止基準を策定すること。
５ 寒冷な作業環境下での長時間労働は避けるほか、屋外作業においては、日照時間
が短いことを考慮した作業スケジュールを設定すること。

６ 特に初めて北海道の冬を経験する者に対して、冬季用の靴の使用や雪道の歩き方
（小さな歩幅で、靴の裏全体を着け、走らずゆっくり歩くこと）、自動車の冬道
運転等の安全教育を行うこと。

（右目盛）

～冬季特有の労働災害を防止しよう～
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ことから、余裕を持った作業日程を設定すること。

２ 滑りにくい靴を使用し、屋内に入る場合は、靴裏に付着し
た靴裏の雪、水分の除去を徹底すること。

３ 車両への乗降の際には、降車場所の路面状況を確認すると
ともに、手すり等を利用して降車すること。

４ 歩きスマホ等転びやすい行動、手をポケットに入れて歩く
等けがにつながりやすい行動をしないよう徹底すること。

５ 転倒を予防する体操を実施するなど、身体機能の維持向上
のための取組を積極的に取り入れること。

北海道労働局冬季転倒災害防止
イメージキャラクター
てんとう防止君

転倒災害防止対策
１ 敷地内の安全通路を定め、段差や凹凸、突起物、継ぎ目等のつまずく原因の改
善及び除雪、凍結しやすい箇所における融雪剤や砂の散布、温風機、融雪マット
の設置等による転倒防止措置を講じること。

ことから、余裕を持った作業日程を設定すること。雪下ろし作業対策及び除雪作業時の重機災害防止対策
１ 作業開始前に雪下ろしする屋根の形状・材質及び軒先の雪庇の状況を確認し、
その作業場所に適した安全な作業方法・作業手順を定め、親綱・ロリップ等を設置
するとともに、墜落制止用器具を使用すること。

２ 気象情報を事前に把握し、気温が高く、雪が融けて滑りやすくなる場合には作業
を中止する等の基準を策定すること。

３ 屋根等の高所に昇降するためのはしごの使用については、上端及び脚部を固定す
る等の転位防止措置を講ずること。

４ 屋根の雪下ろし場所周辺は、立入禁止区域を設定するとともに、関係労働者以外
の立入禁止措置を講ずること。

５ 重機を使用して除雪作業を行う際は、周囲の者が重機に接触する災害を防止する
ため、あらかじめ作業計画を作成し、作業範囲内への立入禁止措置を講じること。

ことから、余裕を持った作業日程を設定すること。
１ 冬道を運転する場合は、路面状況（圧雪・アイスバーン）、天候（吹雪・濃霧等
による視界不良）に合わせた速度で走行し、十分な車間距離の確保及び早めブレー
キを励行し、危険を予測しながら運転するとともに、早め出発を心がけ、余裕を
もった安全運転に努めること。

２ 運転前に冬用タイヤ（スタッドレスタイヤ）の
摩耗の有無について点検を行い、摩耗が認められ
た場合には、速やかに交換すること。

３ 走行する道路状況について、交通事故・スリッ
プの危険場所等の情報を収集し、交通安全情報マ
ップ（交通ヒヤリマップ）を作成し周知すること。

４ 道路脇に雪が高く積み上げられている交差点等の
見通しの悪い場所では、徐行を心掛けること。

交通労働災害防止対策



ことから、余裕を持った作業日程を設定すること。

ことから、余裕を持った作業日程を設定すること。一酸化炭素中毒防止対策

１ 自然換気が不十分な屋内作業場等においては、内燃
式発電機、コンプレッサー、ジェットヒーター等の
内燃機関を有する機械を使用しないこと。

２ やむを得ず屋内で内燃機関を有する機械を使用する
場合は、関係者以外の立入禁止措置を講じ、関係者
が立ち入る場合には十分な換気を行うとともに、立
ち入り前に一酸化炭素濃度を測定し安全を確認して
から立ち入ること。

〈 概 要 １ 〉 死亡災害 ２月 午前８時発生
駐車場で車を降りた際に、凍結路面に足を滑らせ転倒し、後頭部を強打した。

〈防止対策〉
・ 駐車場に滑り止めの砂をまくこと。
・ 滑りにくい靴を選び使用すること。

転 倒 災 害 （事 例 ）

1728
1554

1014

565 535
628 601 612 657 645

821

1456

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

転倒災害発生状況（R1～R5)

 凍結路面
 再凍結した場所
 除雪機械等が通過した直後
のつるつる路面

 交差点の手前（横断歩道）
 薄っすらと雪が積もった道路
 屋外階段

こんな場所は要注意︕

１ 気象条件に応じた転倒防止対策
積雪が十分ある状況で気温が上昇してプラスになり、 その後気温がマイナス

に低下した場合や、真冬に雨が降り、その後気温がマイナスに低下した場合に
は、つるつる路面が形成されやすく、転倒災害が発生しやすくなることから、気
象情報を事前に把握し、路面の状況に応じて砂をまく等の対策や転倒の注意喚起
を行うこと。

〈転倒防止のため積極的に取り入れていただきたい事項〉

２ 転ばない、転んでもけがをしにくい身体づくり

参考サイト︓転ばないコツ教えます 札幌発︕冬道を安全・快適に
歩くための総合情報サイト（ウインターライフ推進協議会）

URL︓https://tsurutsuru.jp/

労働者の高年齢化の影響により、転
倒災害発生件数は増加傾向にあり、転
倒時のけがの程度も重篤化している傾
向があることから、転倒を予防する体
操を実施するなど、身体機能の維持向
上のための取組を積極的に取り入れる
こと。

転倒予防体操
（ウィンターライフ
推進協議会）

腰と股関節の筋肉を
柔らかくする体操例

日々の適度な
運動が重要︕

https://tsurutsuru.jp/


ことから、余裕を持った作業日程を設定すること。

ことから、余裕を持った作業日程を設定すること。

ことから、余裕を持った作業日程を設定すること。
除 雪 作 業 に 伴 う 災 害 （ 事 例 ）

〈 概 要 １ 〉
〇死亡災害 １２月 午後３時 発生
凍結路面でスリップして、対向車
線にはみ出し、対向車線を走行中
の乗用車に正面衝突した。

〈防止対策〉
路面状況に合わせた安全速度で

走行すること。

（2024.11）

〈 概 要 １ 〉 死亡災害 １月 午後零時発生
ガソリンエンジン式コンプレッサーを使用して室内

の塗装業務を行っていた作業員が一酸化炭素中毒で
倒れた。
〈防止対策〉
換気が不十分なところでエンジン式コンプレッサー
（内燃機関を有する機械）を使用しないこと。

一酸化炭素災害（事例）

14次防推進中︕

･ 労働基準監督署（支署）

204 210

124

80 82 85
107 113 109

125
141

220

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

交通労働災害発生状況（R1～R5)

〈 概 要 １ 〉 死亡災害 12月 午前10時 発生
屋根の上に上がって雪落とし作業を行っていたところ、

足元の雪が滑り出し、雪とともに地上に落下し雪に埋もれた。
〈防止対策〉
・墜落防止のために、墜落制止用器具を使用する等墜落防止
措置を講ずること。

・気温が高く、雪が融けて滑りやすい場合には作業を中止

〈 概 要 ２ 〉 死亡災害 １月 午後２時 発生
作業者が停止していた除雪車の後ろを通行しようとしたところ、除雪車が後

退してきたためひかれた。
〈防止対策〉
重機の周囲の立入禁止や誘導者の配置により接触防止措置を講ずること。

交 通 労 働 災 害 （ 事 例 ）



国内で輸入、製造、使用されている化学物質は数万種類にのぼり、その中には、危険性や有害性が不明な

物質が多く含まれます。化学物質を原因とする労働災害（がん等の遅発性疾病を除く。）は年間450件程

度で推移しており、がん等の遅発性疾病も後を絶ちません。

これらを踏まえ、新たな化学物質規制の制度（下図）が導入されました。

・都道府県労働局・労働基準監督署

※リスクアセスメント対象物：
労働安全衛生法第57条の３でリスクアセスメントの実施が義務付けられている危険・有害物質

労働安全衛生法の新たな化学物質規制
労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令等の概要

1－1 ラベル表示・SDS等による通知の義務対象物質の追加

2024(R6).4.1施行
労働安全衛生法（安衛法）に基づくラベル表示、安全データシート（SDS）等

による通知とリスクアセスメント実施の義務対象物質（リスクアセスメント対象物※）に、国による

GHS分類で危険性・有害性が確認された全ての物質を順次追加します。

このうち、国によるGHS分類の結果、発がん性、生殖細胞変異原性、生殖毒性、急性毒性のカテゴリー

で区分１に分類された234物質がラベル表示等の義務対象に追加されました。
ただし、2024（令和６）年４月１日時点で現存するものには、2025（令和７）年３月31日までの間、安衛法第57条第

１項のラベル表示義務の規定は適用されません。

※ 今後のラベル・SDS義務対象への追加候補物質は、(独)労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 化学物質情報

管理研究センターのウェブサイトにCAS登録番号付きで公開されています。

https://www.jniosh.johas.go.jp/groups/ghs/arikataken_report.html



1－2 リスクアセスメント対象物に関する事業者の義務

(1) 労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される濃度の低減措置

① 労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される程度を、以下の方法等

で最小限度にしなければなりません。

ⅰ 代替物等を使用する

ⅱ 発散源を密閉する設備、局所排気装置または全体換気装置を設置し、稼働する

ⅲ 作業の方法を改善する

ⅳ 有効な呼吸用保護具を使用する

② リスクアセスメント対象物のうち、一定程度のばく露に抑えることで

労働者に健康障害を生ずるおそれがない物質として

厚生労働大臣が定める物質（濃度基準値設定物質）は、屋内作業場で労働者がばく露される程度を、

厚生労働大臣が定める濃度の基準（濃度基準値）以下としなければなりません。

(2) (1)に基づく措置の内容と労働者のばく露の状況についての労働者の意見聴取、記録作成・保存

(1)に基づく措置の内容と労働者のばく露の状況を、

労働者の意見を聴く機会を設け、記録を作成し、

３年間保存しなければなりません。

ただし、がん原性のある物質として厚生労働大臣が定めるもの（がん原性物質※）は30年間保存です。

※ リスクアセスメント対象物のうち、国が行うGHS分類の結果、発がん性区分１に該当する物質（エタノール及び特別

管理物質を除く）。なお、当該物質を臨時に取り扱う場合は除く。

(3) リスクアセスメント対象物以外の物質にばく露される濃度を最小限とする努力義務

(1)①のリスクアセスメント対象物以外の物質も、

労働者がばく露される程度を、(1)①ⅰ～ⅳの方法等で、

最小限度にするように努めなければなりません。

2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行

1－3 皮膚等障害化学物質等への直接接触の防止

皮膚・眼刺激性、皮膚腐食性または皮膚から吸収され健康障害を引き起こしうる化学物質と当該物質を含

有する製剤を製造し、または取り扱う業務に労働者を従事させる場合には、その物質の有害性に応じて、

労働者に障害等防止用保護具を使用させなければなりません。

① 健康障害を起こすおそれのあることが明らかな

物質を製造し、または取り扱う業務に従事する労働者

▶ 保護眼鏡、不浸透性の保護衣、保護手袋または履物等

適切な保護具を使用する

② 健康障害を起こすおそれがないことが明らかなもの以外の

物質を製造し、または取り扱う業務に従事する労働者

（①の労働者を除く）

▶ 保護眼鏡、保護衣、保護手袋または履物等適切な保護具を使用する

努力義務

2024(R6).4.1施行義務

2023(R5).4.1施行

努力義務 2023(R5).4.1施行

努力義務 2023(R5).4.1施行

(1)①に関する部分

2024(R6).4.1施行(1)②に関する

2023(R5).4.1施行

1－2 リスクアセスメント対象物に関する事業者の義務

1－3 皮膚等障害化学物質等への直接接触の防止
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労 働 基 準 監 督 署 長

事 業 場

労働災害の発生または
そのおそれあり

化 学 物 質 管 理 専 門 家

①化学物質の管理が適切に
行われていない疑いありと
判断、改善指示

③②の確認内容と望ましい改善
措置の内容を書面で通知

④改善計画の作成・報告

②リスクアセスメントの結果に
基づき講じた措置等の有効性の
確認と望ましい改善措置に
関する助言を求める

⑤改善計画に基づく改善措置の実施

化学物質を製造し、または取り扱う同一事業場で、１年以内に複数の労働者が同種

のがんに罹患したことを把握したときは、その罹患が業務に起因する可能性について医師の意見を聴かな

ければなりません。

また、医師がその罹患が業務に起因するものと疑われると判断した場合は、遅滞なく、その労働者の従事

業務の内容等を、所轄都道府県労働局長に報告しなければなりません。

2023(R5).4.1施行

リスクアセスメントの結果と、その結果に基づき事業者が講ずる労働者の健康障害

を防止するための措置の内容等は、関係労働者に周知するとともに、記録を作成し、次のリスクアセスメ

ント実施までの期間（ただし、最低３年間）保存しなければなりません。

2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行

1－4 衛生委員会の付議事項の追加

2023(R5).4.1施行

1－5 がん等の遅発性疾病の把握強化

1－6 リスクアセスメント結果等に関する記録の作成と保存

1－7 労働災害発生事業場等への労働基準監督署長による指示

衛生委員会の付議事項に、 1-2(1)と1-8(1)に関する以下

①～④の事項を追加し、化学物質の自律的な管理の実施状況

の調査審議を行うことを義務付けます※。

① 労働者が化学物質にばく露される程度を最小限度にするために講ずる措置に関すること

② 濃度基準値の設定物質について、労働者がばく露される程度を濃度基準値以下とするために講ずる

措置に関すること

③ リスクアセスメントの結果に基づき事業者が自ら選択して講ずるばく露低減措置等の一環として

実施した健康診断の結果とその結果に基づき講ずる措置に関すること

④濃度基準値設定物質について、労働者が濃度基準値を超えてばく露したおそれがあるときに実施した

健康診断の結果とその結果に基づき講ずる措置に関すること
※ 衛生委員会の設置義務のない労働者数50人未満の事業場も、労働安全衛生規則（安衛則）第23条の２に基づき、上記

の事項について、関係労働者からの意見聴取の機会を設けなければなりません。

労働災害の発生またはそのおそれのある事業場について、労働基準監督署長が、

その事業場で化学物質の管理が適切に行われていない疑いがあると判断した場合は、事業場の事業者に

対し、改善を指示することができます。

改善の指示を受けた事業者は、化学物質管理専門家（厚生労働大臣告示で定める要件を満たす者）から、

リスクアセスメントの結果に基づき講じた措置の有効性の確認と望ましい改善措置に関する助言を受け

た上で、１か月以内に改善計画を作成し、労働基準監督署長に報告し、必要な改善措置を実施しなけれ

ばなりません。

①に関する部分

2024(R6).4.1施行②～④に関する部分
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科 目 時間

講
義

化学物質の危険性及び有害性並び
に表示等

２時間
30分

化学物質の危険性又は有害性等の
調査

３時間

化学物質の危険性又は有害性等の
調査の結果に基づく措置等その他
必要な記録等

２時間

化学物質を原因とする災害発生時
の対応

30分

関係法令 １時間

実
習

化学物質の危険性又は有害性等の
調査及びその結果に基づく措置等

３時間

※ 専門的講習のカリキュラムは、右図のとおりです。

(1)リスクアセスメントの結果に基づき事業者が自ら選択して講じるばく露低減措置等の一環として

の健康診断の実施・記録作成等

• リスクアセスメントの結果に基づき事業者が自ら選択して講ずる

ばく露低減措置等の一環として、リスクアセスメント対象物による

健康影響の確認のため、事業者は、労働者の意見を聴き、必要があると認めるときは、医師等（医師

または歯科医師）が必要と認める項目の健康診断を行い、その結果に基づき必要な措置を講じなけれ

ばなりません。

• 1-2(1)②の濃度基準値設定物質について、労働者が濃度基準値を超えてばく露したおそれがあると

きは、速やかに、医師等による健康診断を実施しなければなりません。

• 上記の健康診断を実施した場合は、その記録を作成し、５年間（がん原性物質に関する健康診断は

30年間）保存しなければなりません。

(2) がん原性物質の作業記録の保存

リスクアセスメント対象物のうち、労働者にがん原性物質を製造し、

または取り扱う業務を行わせる場合は、その業務の作業歴を記録しなければなりません。

また、その記録を30年間保存しなければなりません。

2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

(1) 選任が必要な事業場

リスクアセスメント対象物を製造、取扱い、または譲渡提供をする事業場（業種・規模要件なし）

・個別の作業現場毎ではなく、工場、店社、営業所等事業場ごとに化学物質管理者を選任します。

・一般消費者の生活の用に供される製品のみを取り扱う事業場は、対象外です。

・事業場の状況に応じ、複数名の選任も可能です。

(2) 選任要件

化学物質の管理に関わる業務を適切に実施できる能力を有する者

2024(R6).4.1施行

リスクアセスメント対象物の
製 造 事 業 場

専門的講習※の修了者

リスクアセスメント対象物の
製造事業場以外の事業場

資 格 要 件 な し
（専門的講習等の受講を推奨）

(3) 職務

• ラベル・SDS等の確認

• 化学物質に関わるリスクアセスメントの実施管理

• リスクアセスメント結果に基づくばく露防止措置の選択、実施の管理

• 化学物質の自律的な管理に関わる各種記録の作成・保存

• 化学物質の自律的な管理に関わる労働者への周知、教育

• ラベル・SDSの作成（リスクアセスメント対象物の製造事業場の場合）

• リスクアセスメント対象物による労働災害が発生した場合の対応

1－8 リスクアセスメント対象物に関する事業者の義務（健康診断等）

2－1 化学物質管理者の選任の義務化

4



改 正 後

事前に相手方の承諾を得ずに、以下の方法で通知が可能

・文書の交付、磁気ディスク・光ディスクその他の記録媒体の交付

・FAX送信、電子メール送信

・通知事項が記載されたホームページのアドレス、二次元コード等を伝達し、閲覧を求める

2024(R6).4.1施行

雇入時等の教育のうち、特定の業種では一部教育項目の省略が認められていました

が、この省略規定を廃止します。危険性・有害性のある化学物質を製造し、または取り扱う全ての事業場

で、化学物質の安全衛生に関する必要な教育を行わなければなりません。

2024(R6).4.1施行

安衛法第60条の規定で、事業者は、新たに職務につくこととなった職長その他の

作業中の労働者を直接指導または監督する者に対し、安全衛生教育を行わなければならないとされています。

その対象業種に、以下の業種が追加されます。

• 食料品製造業
食料品製造業のうち、うま味調味料製造業と動植物油脂製造業は、すでに職長教育の対象です。

• 新聞業、出版業、製本業、印刷物加工業

2023(R5).4.1施行

SDS情報の通知手段は、譲渡提供をする相手方がその通知を容易に確認

できる方法であれば、事前に相手方の承諾を得なくても採用できます。

この改正は、通知方法の柔軟化を行うものなので、従来の方法のままでも問題ありません。

2022(R4).5.31(公布日)

施行

改 正 前

・文書の交付

・相手方が承諾した方法（磁気ディスクの交付、FAX送信など）

2－2 保護具着用管理責任者の選任の義務化

2－3 雇い入れ時等教育の拡充

2－4 職長等に対する安全衛生教育が必要となる業種の拡大

(1) 選任が必要な事業場

リスクアセスメントに基づく措置として労働者に保護具を使用させる事業場

(2) 選任要件

保護具について一定の経験及び知識を有する者（令和4年5月31日付け基発0531第9号通達のとおり）

(3) 職務

有効な保護具の選択、労働者の使用状況の管理その他保護具の管理に関わる業務

3－1 SDS等による通知方法の柔軟化
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５年以内ごとに１回、記載内容の変更の要否を確認

変更があるときは、確認後１年以内に更新

変更をしたときは、SDS通知先に対し、変更内容を通知

SDSの通知事項である「人体に及ぼす作用」を、定期的に確認し、変更があるとき

は更新しなければなりません。更新した場合は、SDS通知先に、変更内容を通知することとします。

※ 現在SDS交付が努力義務となっている安衛則第24条の15の特定危険有害化学物質等も、同様の更新と通知が努力義務と

なります。

2023(R5).4.1施行

SDSの通知事項に新たに「 （譲渡提供時に）想定される用途及び当該用途にお

ける使用上の注意」が追加されます。
※ SDSの記載に当たっては、想定される用途（推奨用途）での使用において吸入又は皮膚や眼との接触を保護具で防止する

ことを想定した場合に必要とされる保護具の種類を必ず記載してください。

SDSの通知事項である、成分の含有量の記載について、従来の10％刻みでの記載方法を改め、重量

パーセントの記載が必要となります。

※ 製品により、含有量に幅があるものは、濃度範囲の表記も可能です。

また、重量パーセントへの換算方法を明記していれば重量パーセントによる表記を行ったものとみなされます。

2024(R6).4.1施行

安衛法第57条で譲渡・提供時のラベル表示が義務付けられている化学物質

（ラベル表示対象物）について、譲渡・提供時以外も、以下の場合はラベル表示・文書の交付その他の方

法で、内容物の名称やその危険性・有害性情報を伝達しなければなりません。

• ラベル表示対象物を、他の容器に移し替えて保管する場合

• 自ら製造したラベル表示対象物を、容器に入れて保管する場合 等

2023(R5).4.1施行

安衛法第31条の２の規定で、化学物質の製造・取扱設備の改造、修理、清掃等の

仕事を外注する注文者は、請負人の労働者の労働災害を防止するため、化学物質の危険性と有害性、作業

において注意すべき事項、安全確保措置等を記載した文書を交付しなければならないとされています。

この措置の対象となる設備の範囲が広がり、化学設備、特定化学設備に加えて、SDS等による通知の義務

対象物の製造・取扱設備も対象となります。

2023(R5).4.1施行

化学物質管理の水準が一定以上であると所轄都道府県労働局長が認定した事業場は、

その認定に関する特別規則（特定化学物質障害予防規則等）について個別規制の適用を除外し、特別規則

の適用物質の管理を、事業者による自律的な管理（リスクアセスメントに基づく管理）に委ねることがで

きます。
※ 健康診断、保護具、清掃などに関する規定は、認定を受けた場合でも適用除外となりません。

2023(R5).4.1施行

3－2 SDS等の「人体に及ぼす作用」の定期確認と更新

3－3 SDS等による通知事項の追加と含有量表示の適正化

3－4 化学物質を事業場内で別容器等で保管する際の措置の強化

3－5 注文者が必要な措置を講じなければならない設備の範囲の拡大

4 化学物質管理の水準が一定以上の事業場の個別規制の適用除外
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改善の可否を※

作業環境管理専門家
に意見聴取

改善措置の実施

第３管理区分
（改善できず）

改善困難
と判断

呼 吸 用 保 護 具 に よ る
ば く 露 防 止 対 策 の 徹 底

改善可能
と判断

改善措置効果確認

有機溶剤、特定化学物質（特別管理物質等を除く）、鉛、四アルキル鉛に関する

特殊健康診断の実施頻度について、作業環境管理やばく露防止対策等が適切に実施されている場合には、

事業者は、その実施頻度（通常は６月以内ごとに１回）を１年以内ごとに１回に緩和できます。

2023(R5).4.1施行

(1) 作業環境測定の評価結果が第３管理区分に

区分された場合の義務

① 当該作業場所の作業環境の改善の可否と、改善できる

場合の改善方策について、外部の作業環境管理専門家の

意見を聴かなければなりません。

② ①の結果、当該場所の作業環境の改善が可能な場合、

必要な改善措置を講じ、その効果を確認するための

濃度測定を行い、結果を評価しなければなりません。

2024(R6).4.1施行

第３管理区分
（改善できず）

(2) (1)①で作業環境管理専門家が改善困難と判断した場合と

(1)②の測定評価の結果が第３管理区分に区分された場合の義務

① 個人サンプリング測定等による化学物質の濃度測定を行い、その結果に応じて労働者に有効な呼吸

用保護具を使用させること。

② ①の呼吸用保護具が適切に装着されていることを確認すること。

③ 保護具着用管理責任者を選任し、(2)①、②及び(3)①、②の管理、作業主任者等の職務に対する指導

（いずれも呼吸用保護具に関する事項に限る。）等を担当させること。

④ (1)①の作業環境管理専門家の意見の概要と、(1)②の措置と評価の結果を労働者に周知すること。

⑤ 上記措置を講じたときは、遅滞なくこの措置の内容を所轄労働基準監督署に届出を提出すること。

(3) (2)の場所の評価結果が改善するまでの間の義務

① ６か月以内ごとに１回、定期に、個人サンプリング測定等による化学物質の濃度測定を行い、

その結果に応じて労働者に有効な呼吸用保護具を使用させること。

②１年以内ごとに１回、定期に、呼吸用保護具が適切に装着されていることを確認すること。

(4) その他

① (2)①と(3)①で実施した個人サンプリング測定等による測定結果、測定結果の評価結果を保存する

こと（粉じんは７年間、クロム酸等は30年間）。

② (2)②と(3)②で実施した呼吸用保護具の装着確認結果を３年間保存すること。

※作業環境管理専門家の要件は通達で示しています。

5 ばく露の程度が低い場合における健康診断の実施頻度の緩和

6 作業環境測定結果が第３管理区分の事業場に対する措置の強化

7



R5.3

規 制 項 目 2022(R4).
5.31(公布日)

2023(R5).
4.1

2024(R6).
4.1

化
学
物
質
管
理
体
系
の
見
直
し

ラベル表示・通知をしなければならない化学物質の追加 ●

ばく露を最小限度にすること
（ばく露を濃度基準値以下にすること） ● ●

ばく露低減措置等の意見聴取、記録作成・保存 ● ●

皮膚等障害化学物質への直接接触の防止
（健康障害を起こすおそれのある物質関係）

● ●

衛生委員会付議事項の追加 ● ●

がん等の遅発性疾病の把握強化 ●

リスクアセスメント結果等に係る記録の作成保存 ●

化学物質労災発生事業場等への労働基準監督署長による指示 ●

リスクアセスメントに基づく健康診断の実施・記録作成等 ●

がん原性物質の作業記録の保存 ●

実
施
体
制
の

確
立

化学物質管理者・保護具着用管理責任者の選任義務化 ●

雇入れ時等教育の拡充 ●

職長等に対する安全衛生教育が必要となる業種の拡大 ●

情
報
伝
達
の
強
化

SDS等による通知方法の柔軟化 ●

SDS等の「人体に及ぼす作用」の定期確認及び更新 ●

SDS等による通知事項の追加及び含有量表示の適正化 ●

事業場内別容器保管時の措置の強化 ●

注文者が必要な措置を講じなければならない設備の範囲の拡大 ●

管理水準良好事業場の特別規則等適用除外 ●

特殊健康診断の実施頻度の緩和 ●

第三管理区分事業場の措置強化 ●

職場における化学物質管理に関する以下のような相談にお応えする窓口を設置しています。

・制度の内容に関する相談 ・職場で使用する化学物質のラベルやSDSに関すること

・リスクアセスメントの実施方法等

事業者のための化学物質管理無料相談窓口

開設期間、受付時間、

問い合わせ先（電話、メールアドレス）等はこちら→

新たな化学物質規制項目の施行期日

制度の内容・職場の化学物質管理に関する相談窓口
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中小企業の事業主の皆さまへ

月６０時間を超える時間外労働の
割増賃金率が引き上げられます

２０２３年４月１日から

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間
を超える労働時間

60時間以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 25%

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間
を超える労働時間

60時間以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 50%

（2023年３月31日まで）

月60時間超の残業割増賃金率
大企業は 50％（2010年４月から適用）
中小企業は 25％

（2023年４月１日から）

月60時間超の残業割増賃金率
大企業、中小企業ともに50％
※中小企業の割増賃金率を引き上げ

◆改正のポイント
中小企業の月６０時間超の時間外労働に対する割増賃金率が５０％になります

➢2023年４月１日から労働させた時間について、割増賃金の引き上げの対象となります。

業種 ① 資本金の額または出資の総額 ② 常時使用する労働者数

小売業 5,000万円以下 50人以下

サービス業 5,000万円以下 100人以下

卸売業 １億円以下 100人以下

上記以外のその他の業種 ３億円以下 300人以下

（※）中小企業に該当するかは、①または②を満たすかどうかで企業単位で判断されます。



深夜・休日労働の取扱い

代替休暇

月60時間を超える時間外労働を深夜（22:00～5:00）の時間帯に行わせる
場合､深夜割増賃金率25％＋時間外割増賃金率50％＝75％となります。

月60時間の時間外労働時間の算定には、法定休日に行った労働時間は含まれま
せんが、それ以外の休日に行った労働時間は含まれます。

深夜労働との関係

休日労働との関係

月60時間を超える法定時間外労働に対しては、使用者は50％以上の率
で計算した割増賃金を支払わなければなりません。

（※）法定休日労働の割増賃金率は、35％です。

（割増賃金）
第○条 時間外労働に対する割増賃金は､次の割増賃金率に基づき､次項の計算方法によ

り支給する。
（１）１か月の時間外労働の時間数に応じた割増賃金率は、次のとおりとする。この
場合の１か月は毎月１日を起算日とする。
①時間外労働６０時間以下・・・・２５％
②時間外労働６０時間超・・・・・５０％
（以下、略）

（就業規則の記載例）

月60時間を超える法定時間外労働を行った労働者の健康を確保するた
め引き上げ分の割増賃金の支払の代わりに有給の休暇（代替休暇）を
付与することができます。

割増賃金率の引き上げに合わせて就業規則の変更が必要となる場合があ
ります。

｢モデル就業規則｣も参考にしてください。

就業規則の変更



具体的な算出方法（例）

働き方改革推進支援助成金の活用方法（例）

法定休日労働 月60時間を超える時間外労働

➢１か月の起算日は毎月１日
➢法定休日は日曜日
➢カレンダー中の青字は、時間外労働時間数

割増賃金率

♦時間外労働（6 0時間以下）
♦時間外労働（6 0時間超）
♦法定休日労働

カレンダー白色部分 ＝2 5％
カレンダー緑色部分 ＝5 0％
カレンダー赤色部分 ＝3 5％

日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 5 6
５時間 ５時間 ２時間 ３時間 ５時間

7 8 9 10 11 12 13
５時間 ２時間 ３時間 ５時間 ５時間 ５時間
14 15 16 17 18 19 20

３時間 ２時間 ３時間 ３時間 ３時間
21 22 23 24 25 26 27

３時間 ３時間 ２時間 １時間 ２時間 １時間
28 29 30 31
３時間 １時間 １時間 ２時間

➢時間外労働の割増賃金率
60時間以下･･･25％
60時間超･････50％

●勤怠管理システムを導入
各自の労働時間を 把握し、
業務を平準化

●就業規則に月60時間超の
割増賃金率の規定を改正

労務管理の報告業務が非効率な状
況で、時間外労働時間が月60時間
を超える労働者が複数名存在した

勤怠管理システム導入費用
と就業規則の改正費用に、
働き方改革推進支援助成金
を活用
助成率 75％
一定の要件を満たした場合 80％

上限額 最大250万円
事業場内賃金の引き上げ等の
一定の要件を満たした場合
最大490万円

取り組みの結果、時間外労働時間
が月60時間を超える者がいなく
なった

算出例

［活用例］

1か月の起算日からの時間外労働時間数を累計して60時間を超えた時点
から50％以上の率で計算した割増賃金を支払わなければなりません。

「働き方改革推進支援助成金」は、働き方改革に取り組む中小企業事業
主に、環境整備に必要な費用の一部を国が助成する制度です。



助成金のご案内

労働基準監督署
労働時間相談・支援コーナー

時間外労働の上限規制や年次有給休暇などの法令に関する知識や
労務管理体制についてのご相談に、窓口・電話で対応・支援して
います。
また、ご希望があれば、個別訪問での相談・支援も行っています。

都道府県労働局
・パートタイム労働者、有期雇用労働者関係
：雇用環境・均等部(室)
・派遣労働者関係：需給調整事業部(課･室)

正規雇用労働者と非正規雇用労働者（パートタイム労働者・有期雇用労働
者・派遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消に関する相談に応じます。

働き方改革推進支援センター
働き方改革関連法に関する相談、労働時間管理のノウハウや賃金制度
等の見直し、助成金の活用など、労務管理に関する課題について、
社会保険労務士等の専門家が相談に応じます。

産業保健総合支援センター 医師による面接指導等、労働者の健康確保に関する課題について、
産業保健の専門家が相談に応じます。

よろず支援拠点 生産性向上や人手不足への対応など、経営上のあらゆる課題につい
て、専門家が無料で相談に応じます。

ハローワーク 求人充足に向けたコンサルティング、事業所見学会や就職面接会な
どを実施しています。

医療勤務環境改善支援センター
医療機関に特化した支援機関として、個々の医療機関のニーズに応
じて、総合的なサポートをします。
▶「いきサポ」で検索

相談窓口のご案内

働き方改革推進支援助成金 生産性を向上させ、労働時間の縮減等に取り組む中小企業事業主に
対して、その実施に要した費用の一部を助成

業務改善助成金
生産性向上のための設備投資などを行い、事業場内最低賃金を一定
以上引き上げた場合に、その設備投資などにかかった費用の一部を
助成

（2022.4）



法定休日ではない所定休日を労働日に変更し、当該労働日に
ついて、使用者が年次有給休暇として時季指定すること。

会社が独自に設けている有給の特別休暇＊を労働日に変更し、
当該労働日について、使用者が年次有給休暇として時季指定す
ること。
＊法定の年次有給休暇日数を上乗せするものとして付与されるものを除く。以下「特別休暇」という。

今回の改正を契機に当該特別休暇を廃止し、年次有給休暇に振り替
えることは、法改正の趣旨に沿いません。また、特別休暇などの労働
条件の変更は労働者と使用者が合意して行うことが原則です。
（労働条件の変更については裏面をご覧ください）

実質的に年次有給休暇の取得の促進につながっておらず、望ましく
ありません。

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

ご不明の点などがございましたら、最寄りの都道府県労働局または
労働基準監督署にお問い合わせください。

※ 特別休暇を取得した日数分については、使用者が時季指定すべき年５日の
年次有給休暇から控除することはできません。

平成31年４月１日から改正労働基準法が施行され、
年次有給休暇の年５日の時季指定が義務化されました。

事業主の皆さまへ

注意！ 以下のような取扱いは、望ましくありません



労働条件の変更を検討されている事業主の皆さまへ

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

【参照条文】
○労働契約法（平成19年法律第128号）
第三条 労働契約は、労働者及び使用者が対等の立場における合意に基づいて締結し、又は変更すべきものとする。
２～５ （略）
第八条 労働者及び使用者は、その合意により、労働契約の内容である労働条件を変更することができる。
第九条 使用者は、労働者と合意することなく、就業規則を変更することにより、労働者の不利益に労働契約の内容で
ある労働条件を変更することはできない。ただし、次条の場合は、この限りでない。
第十条 使用者が就業規則の変更により労働条件を変更する場合において、変更後の就業規則を労働者に周知させ、か
つ、就業規則の変更が、労働者の受ける不利益の程度、労働条件の変更の必要性、変更後の就業規則の内容の相当性、
労働組合等との交渉の状況その他の就業規則の変更に係る事情に照らして合理的なものであるときは、労働契約の内
容である労働条件は、当該変更後の就業規則に定めるところによるものとする。ただし、労働契約において、労働者
及び使用者が就業規則の変更によっては変更されない労働条件として合意していた部分については、第十二条に該当
する場合を除き、この限りでない。

○労働基準法（昭和22年法律第49号）
第九十条 使用者は、就業規則の作成又は変更について、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場
合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者
の意見を聴かなければならない。
２ 使用者は、前条の規定により届出をなすについて、前項の意見を記した書面を添付しなければならない。

労働条件を変更する際には、法令などで定められた手続きなどを遵守の上、
事前に労使間で、十分に話し合いなどをすることが必要です。

労働契約の変更は、労働者と使用者が合意して行うことが原則です。
そのため、労働者と使用者が合意すれば、労働条件を変更することができます。
（労働契約法第３条、第８条）

② 労働者に変更後の就業規則を周知させること。

合意による労働条件の変更

就業規則による労働条件の変更

■参考：労働契約法
労働契約法は、労働契約の基本的なルールを定めています。罰則はありませんが、解雇などに
関して、民法の権利濫用法理を当てはめた場合の判断の基準などを規定しており、私法上の
効果を明確化するものです。民事裁判や労働審判は、労働契約法の規定を踏まえて行われます。

就業規則の作成や変更に当たっては、事業

場に、労働者の過半数で組織する労働組合

がある場合はその労働組合、労働者の過半
数で組織する労働組合がない場合は労働者

の過半数を代表する者の意見を聴かなけれ

ばなりません。（労働基準法第90条）

使用者は、労働者の合意を得ることなく、一方的に就業規則を変更して、労働者の
労働条件を不利益に変更することはできません。ただし、次の要件をいずれも満たせ
ば、使用者は、就業規則の変更によって労働条件を変更することができます。
（労働契約法第９条、第10条）

① その変更が、以下の事情などに照らして合理的なものであること。

労働者の受ける不利益の程度

労働条件の変更の必要性

変更後の就業規則の内容の相当性

労働組合などとの交渉の状況
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労働契約の締結・更新のタイミングの労働条件明示事項が追加されます

明示のタイミング 新しく追加される明示事項

全ての労働契約の締結時と
有期労働契約の更新時

1．就業場所・業務の変更の範囲

有期労働契約の
締結時と更新時

2．更新上限（通算契約期間または更新回数の上限）の有無と内容

併せて、最初の労働契約の締結より後に更新上限を新設・短縮する
場合は、その理由を労働者にあらかじめ説明することが必要になり
ます。

無期転換ルール※に基づく
無期転換申込権が発生する

契約の更新時

3．無期転換申込機会

4．無期転換後の労働条件

併せて、無期転換後の労働条件を決定するに当たって、就業の実態
に応じて、正社員等とのバランスを考慮した事項について、有期契約
労働者に説明するよう努めなければならないこととなります。

※ 同一の使用者との間で、有期労働契約が通算５年を超えるときは、労働者の申込みにより、期間の定めの

ない労働契約（無期労働契約）に転換する制度です。

詳しくは裏面や

厚生労働省ホームページ

もご覧ください！



（2023年10月）

労
働
条
件
明
示
の

無期転換申込機会の明示 【労働基準法施行規則第5条の改正】

「無期転換申込権」が発生する更新のタイミングごと※3に、無期転換を申し込
むことができる旨（無期転換申込機会）の明示が必要になります。3

就業場所・業務の変更の範囲の明示 【労働基準法施行規則第5条の改正】

全ての労働契約の締結と有期労働契約の更新のタイミングごとに、「雇い入
れ直後」の就業場所・業務の内容に加え、これらの「変更の範囲」※1 について
も明示が必要になります。

１
全ての労働者に対する明示事項

有期契約労働者に対する明示事項等

詳しい情報や相談先はこちら

• 改正事項の詳細を知りたい → 厚生労働省ウェブサイト（①）

• 無期転換の取り組み事例や参考となる資料がほしい → 無期転換ポータルサイト（②）

• 今回の制度改正や労働条件明示、労働契約に関する民事上の紛争について

→ 都道府県労働局/監督課、雇用環境・均等部（室）、全国の労働基準監督署（③）

② ③

※1 「変更の範囲」とは、将来の配置転換などによって変わり得る就業場所・業務の範囲を指します。
※2 有期契約労働者の雇止めや契約期間について定めた厚生労働大臣告示（有期労働契約の締結、更新及び雇止めに

関する基準）
※3 初めて無期転換申込権が発生する有期労働契約が満了した後も有期労働契約を更新する場合は、更新のたびに、

今回の改正による無期転換申込機会と無期転換後の労働条件の明示が必要になります。
※4 労働契約法第3条第2項において、労働契約は労働者と使用者が就業の実態に応じて均衡を考慮しつつ締結又は変

更すべきものとされています。

更新上限の明示 【労働基準法施行規則第5条の改正】

有期労働契約の締結と契約更新のタイミングごとに、更新上限(有期労働契約
の通算契約期間または更新回数の上限)の有無と内容の明示が必要になります。2

無期転換後の労働条件の明示 【労働基準法施行規則第5条の改正】

「無期転換申込権」が発生する更新のタイミングごと※３に、無期転換後の労働
条件の明示が必要になります。

「無期転換申込権」が発生する更新のタイミングごとに、無期転換後の賃金等の労働条件を決
定するに当たって、他の通常の労働者（正社員等のいわゆる正規型の労働者及び無期雇用フルタ
イム労働者）とのバランスを考慮した事項※4（例：業務の内容、責任の程度、異動の有無・範囲
など）について、有期契約労働者に説明するよう努めなければならないこととなります。

4
均衡を考慮した事項の説明 【雇止め告示※2の改正】

下記の場合は、更新上限を新たに設ける、または短縮する理由を有期契約労働者にあらかじめ
（更新上限の新設・短縮をする前のタイミングで）説明することが必要になります。

ⅰ 最初の契約締結より後に更新上限を新たに設ける場合
ⅱ 最初の契約締結の際に設けていた更新上限を短縮する場合

更新上限を新設・短縮する場合の説明 【雇止め告示※2の改正】

（注）無期転換ルールの適用を免れる意図をもって、無期転換申込権が発生する前の雇止めや契約期間中の解雇等を行
うことは、「有期労働契約の濫用的な利用を抑制し労働者の雇用の安定を図る」という労働契約法第18条の趣旨に
照らして望ましいものではありません。

①



hokkaidou-hatarakikata@lec-jp.com

https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/hokkaidou/
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り

札幌駅

札幌グランドホテル

北海道働き方
改革推進支援

センター

36
りそな銀行

札幌時計台

北海道働き方改革推進支援センター
〒���-���� 北海道札幌市中央区北�条西�丁目�-��リープロビル�階

（地下鉄大通駅�番出口徒歩�分、 札幌駅前地下歩行空間�番出口徒歩�分）

0800-919-1073 受付時間 �:��~��:��
（土･日･祝日を除く )

011-206-8365

厚生労働省
北海道労働局委託事業

無料通話
フリーコール

FAX

URL

mail

お申し込みは裏面をご覧ください

厚生労働省 北海道労働局
本事業は、 厚生労働省 北海道労働局から
株式会社東京リーガルマインドが受託し実施する事業です。中小企業・小規模事業者のみなさまへ

働き方改革支援します！働き方改革

詳しくはこちら

時間をかけて育てた

従業員が退職してしまう。

どうしたら『定着率』を
上げることができるだろう

そのお悩み、ぜひ社会保険労務士などの
専門家にご相談ください！

来所相談・電話相談

社労士等の専門家がセンターの相
談ブースにて相談に応じます。電話
での相談も受け付けています。

企業への専門家派遣
（訪問相談サービス）

社労士が会社までお伺いして、�回あ
たり�時間程度、�回を標準として､無
料で相談をお受けします。

メール相談

メールでの相談も可能です。
（E-mail:hokkaidou-hatarakikata

@lec-jp.com ）

パートタイマーと正社員の

賃金や手当をどう見直せば、

『同一労働同一賃金』に
なるのだろうか、

難しくて分からない

『残業を減らしたい』が、
やり方が分からない

『36協定』の作り方が
分からない

いろんな『助成金』があるが、
使い方が分からない

｢働き方改革｣と

言われても、そもそも

『労働関係の法律は複雑』で
何から手を付けたらいいか、

分からない

『就業規則を
見直したい』が、
どこから手を付けたら

いいか分からない

こんなことで
悩んでいませんか?
こんなことで

悩んでいませんか?
ご相談方法は

こちら

相談
無料



北海道働き方改推進支援センター

会 社 名

業    種

TE L・F AX

従業員数
担当者名
（部署・役職含む）

□ 企業訪問

□ センター来所

□同一労働・同一賃金 （不合理な待遇差の禁止） について
□働き方改革関連法全般について
□時間外労働の上限規制について
□賃金規定の整備･賃金引上げに向けた環境整備
□改正育児・介護休業法について
□その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【相談内容】

□助成金について
□年次有給休暇の取得について
□人材確保に資する技術的な相談
□テレワーク導入の際の留意点について
□ハラスメント対策について

相 談
希 望 日

第1希望

〒

第2希望

第3希望

月

月

月

日

日

日

時～

時～

時～
※来所相談をご希望の際は事前に電話・メール・FAXにてご予約いただきますようお願い申し上げます。

就業規則が昔作ったままの状態で改定をしていないため、法令を遵守する
ように改定したい。改定すべきポイントなどを教えてほしい。

【専門家の支援】
現状の就業規則をチェックし、年次有給休暇に関する規定、副業・兼業に関
する規定等、改正に対応した形となるように改定ポイントのアドバイスを行っ
た。何回かやりとりを繰り返して、法令に沿った形に改定を行っていった。

【支援後の効果】
最初はどこから手をつけたらよいかわからない状態であったが、やりとりを
繰り返すうちに事業主が自身で労働基準法等の法令の内容を理解し、自社
の実態に沿うように就業規則を自力で改定することができた。また、自社の
労働者の雇用を守り、待遇を維持したいという事業主の思いを就業規則に
反映させることができた。

FAX.011-206-8365
企業相談 FAX申込書

必要事項をご記入いただき､ 上記FAX番号にお送りください。

ご相談内容

相談事例

印刷業

【相談内容】
社員の現場での労働時間の把握が困難。それぞれの現場で工期に間に合
わせるように働いているので時間外労働の削減が難しい。何か良い方法
はないだろうか。

【専門家の支援】
労働時間の把握のために、勤怠管理のデジタル化を助言した。また業務
の段取りや作業の進捗状況を管理者で共有し、現場間の繁忙状態をコン
トロールするようアドバイスした。

【支援後の効果】
勤怠管理のデジタル化で全社員の労働時間を適時把握、毎月15日頃に
残業を確認し、多い社員に気を付けるよう伝えている。また作業の進捗を
共有することで、作業量が多い現場に人数を集める効率的な業務進行が
可能となり、時間外労働の削減に繋がっている。

建設業

住    所



 

 

 

（１）労使の主体的取組 

労使は、それぞれが果たすべき役割を十分認識し、労働時間の管理の適正化と賃

金不払残業解消のために主体的に取り組むことが求められます。 

（２）使用者に求められる役割 

使用者は、賃金不払残業が生じないよう適正に労働時間を管理しなければなりま

せん。 

（３）労働組合に求められる役割 

労働組合は、賃金不払残業が行われないようにチェック機能を発揮することや、

使用者が行う取組への積極的な協力が求められます。 

（４）労使の協力 

労使双方がよく話し合い、賃金不払残業の解消に協力して取り組む体制を整備す

ることが望まれます。 

 

 

 

（１）労働時間適正把握ガイドラインの遵守 

使用者は、労働時間の適正な把握ガイドラインを遵守し、労働組合にあっても、

労働者に対しその周知を図ることが重要です。 

（２）職場風土の改革 

賃金不払残業はやむを得ない、という労使双方の意識をなくすことが望まれま

す。 

（３）適正に労働時間の管理を行うためのシステムの整備 

労働時間管理マニュアルの作成や、賃金不払残業の是正という観点を考慮した人

事考課などを実施することが重要です。 

（４）労働時間を適正に把握するための責任体制の明確化とチェック体制の整備 

労働時間管理の責任者の明確化、相談窓口の設置、労働組合による必要な対応が

望まれます。 

 

賃金不払残業は、労働基準法に違反する、あってはならないものです。 

また、長時間労働や過重労働の温床にもなっており、その解消を図っていくことは、家族との触れ

合いを含めたワーク・ライフ・バランスを実現するために、とても重要です。 

残業代が適正に支払われないということは、法律違反であるうえに、労働者から仕事のやりがいや

職場への愛着を奪い、企業経営にとっても大きなマイナスと考えられます。 

賃金不払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針 

ポイント１ 労使に求められる役割 

ポイント２ 労使が取り組むべき事項 









災害は増加傾向
毎年約15,000人が被災しています。

陸上貨物運送事業における労働災害の傾向

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署
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出典：労働者死傷病報告(休業４日以上)、死亡災害報告

７割が荷役作業で発生
毎年約10,000件の災害が
荷役作業で発生しています。

（人）

陸上貨物の荷主、配送先、元請事業者等の皆さま

陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン

陸運業に従事する労働者の荷役作業での労働災害を防止するために、荷役作業
場所における安全の確保等、陸運事業者、荷主、配送先、元請事業者などが取
り組むべき事項を示したもの。

ガイドラインの
ポイント

荷役災害
65%

その他
30%

交通災害
5%

※令和２年の死傷者数15,815人のうち、無作為に1,000件を抽出し、
集計したもの
※内訳は作業内容（令和2年）

自動車運転者の「安全確保の徹底」に

ご協力をお願します！

陸上貨物運送事業における労働災害が高止まりしています。
自動車運転者の安全確保のためには、荷主、配送先、元請事業者等の皆さまの取り
組みが不可欠です。

新型コロナウイルス感染症拡大により配達需要が増加している中、一人ひとりが安
全に安心して働けるよう、安全対策に取り組みましょう！

厚生労働省では、自動車運転者の安全確保のため、以下のガイドラインを
策定しています。
具体的な実施事項等は、裏面のチェックリストで確認ください。

交通労働災害防止のためのガイドライン

交通労働災害の防止を図るための指針として、安全な走行ができない可能性が
高い発注の禁止等、事業者や運転者の責務と、荷主、元請事業者等による配慮
事項等を示したもの。

ガイドラインの
ポイント



□ 荷主、元請事業者等の事情での直前の貨物の増量による過積載運行を行わせていない

□ 到着時刻の遅延が見込まれる場合、到着時刻の再設定やルート変更等を行っている

□ 改善基準告示に違反し安全な走行ができない可能性が高い発注をしないようにしている

□ 荷積み・荷卸し作業の遅延で予定時間に出発できない場合、到着時間を再設定し、荷役作

業開始まで荷主の敷地内で待機できるようにしている

安全対策ができているか、以下のチェックリストで確認してください

R5.1

②墜落、転倒、腰痛等の対策

③陸運事業者との連絡・調整

荷役作業の安全対策チェックリスト
（「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」より）

□ 墜落や転落を防ぐ対策をしている

（手すりやステップ、墜落制止用器具取付設備（親綱等）の設置等）

□ つまずきやすい、滑りやすい場所の対策をしている

（床の段差・凹凸の解消、床面の防滑、防滑靴の使用等）

□ 人力で荷を扱う作業では、できるだけ機械・道具を使用している

□ 荷役作業を行わせる陸運事業者には、事前に作業内容を通知している

□ 荷役作業の書面契約をしている

□ 配送先における荷卸しの役割分担を安全作業連絡書等で明確にしている

□ 安全な作業を行えるよう余裕を持った着時刻を設定している

① 貴社の荷役場所を安全な状態に

□ 荷の積卸しや運搬機械、用具等を使用するための十分な広さを確保している

□ 十分な明るさで作業している

□ 着時刻の分散など混雑緩和の工夫をしている

□ 荷や資機材の整理整頓をしている

□ 風や雨が当たらない場所で作業している

交通労働災害防止対策チェックリスト
（「交通労働災害防止のためのガイドライン」より）

荷主、元請事業者等による配慮

※ 上記は、同ガイドラインに示している事項のうち主要なものを記載しています。
詳細についてはガイドライン本文を参照ください。

ご不明な点は、最寄りの都道府県労働局、労働基準監督署へお問い合わせください。



厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

● 長時間の恒常的な荷待ちは、

自動車運転者の長時間労働の要因

となります。

● 物流を支える自動車運転者の健康のためにも

長時間の荷待ちの改善に向けて

ご理解とご協力をお願いします。

● トラック運送事業者とも相談し、

ぜひ前向きに検討をお願いします。

荷主・元請運送事業者の皆さまへ

tsuchiyak
フリーテキスト
監督課（合同会議）　資料４



しかし、長時間労働の要因には

昔からの取引慣行など事業主の努力だけでは

見直しが困難なものもあります

このままでは国民生活や経済活動を支える社会インフラの維持が困難！

担い手不足の深刻化や荷待ち時間の非効率の

発生などにより危機的状況との指摘もあります

国民生活や経済活動に不可欠な

社会インフラである「物流」

44.6%

12.4%

12.4%

9.1%

8.3%

2.5%

10.7%
長時間の荷待ち

依頼になかった附帯業務

過積載

拘束時間超過

無理な配送依頼

異常気象

その他

国土交通省による「働きかけ」等における

違反原因行為の割合（R4.11.30時点）

他の業種に比べて長時間労働、過労死等の労災支給決定件数が最多！

「働きかけ」の中で

荷主都合による長時間の荷待ちが

約半数を占めています

国土交通省は

違反原因行為※が疑われる荷主に

「働きかけ」等を行っています

※ 貨物自動車運送事業法等の違反の原因となるおそれのある行為

このような状況もあって、改善基準告示※が定められており

道路貨物運送業はこれを遵守しなければなりません

※自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（平成元年労働省告示第７号）
トラック運転者の拘束時間などを定めたもの。

月末１週間の就業時間が60時間以上の雇用者

の割合※（上位業種）
※ 雇用者のうち、休業者を除いた者の総数に占める割合

総務省「労働力調査」をもとに厚生労働省において作成

脳・心臓疾患の支給決定件数（上位業種）

厚生労働省「令和３年度『過労死等の労災補償状況』」より引用

道路貨物運送業の実態

社会インフラである「物流」の現状

5.0%

12.5%

7.6% 7.5%
5.7% 5.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

道路貨物運送業は、

他の業種に比べて

長時間労働の実態にあります
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過労死等の労災支給決定件数も

最も多い業種です



構内のリフトマンや
荷受け作業員の作業の平準化

につながりました。おかげで、
ミスも減りました。

発荷主・着荷主・元請運送事業者の皆さまへのお願い

トラック運転者の長時間労働や過労の要因となるため、

長時間の荷待ちを発生させないよう努めましょう。

発注担当者にも改善基準告示を知ってもらい、

トラック運転者が告示を守れる着時刻などを設定しましょう。

また、改善基準告示に違反して安全な運転を確保できない

ような発注を行うことはやめましょう。

トラック運転者に事前通知なく荷役作業を行わせてはいけません。

労働災害防止のため、トラック運転者に荷役作業をお願いする

場合でも、事前によく相談して決めましょう。

注文からお届けまでの
期間に余裕を持たせることで、

安定した物流サービスを
受けることができますね。

改善基準告示の内容は、最寄りの労働基準監督署や

裏面の労働時間管理適正化指導員へお問い合わせください。

「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」

荷待ち時間解消のため
出荷順に合わせた荷置きを行ったら
ピッキング作業などが減り、自社の

積込み時間が削減できました。

１ 長時間の恒常的な荷待ちを改善しましょう

２ 改善基準告示を発注担当者へ周知しましょう

３ 事前通知のない荷役作業の依頼はやめましょう

改善した現場の声

取り組み例
・納品時間の指定を柔軟にする

・納品を特定の曜日・時間帯に集中させない

・積込場所を分散し１か所当たりの車両台数を減らす

・パレットを用いるなどで荷役作業の時間を短縮する

・注文からお届けまでの期間に余裕をもたせる

「荷主と運送事業者の協力による取引環境と
長時間労働の改善に向けたガイドライン」
（厚生労働省・国土交通省・公益社団法人

全日本トラック協会（2019/08）

荷待ち車両がいなくなって、
敷地が有効活用できるようになり、

近隣住民の方からの苦情も
なくなりました。



荷待ち時間の見直しに当たっては、
都道府県労働局労働基準部監督課の「労働時間管理適正化指導員」にご相談ください。
ご希望があれば、個別に訪問して、取組事例やメリットなどをご説明いたします。

大きい会社のことかな。

うちは小さいから関係な

いはずね。

当社は商品を受け取る

だけなので

関係ないですね。

いえいえ。

荷主というのは、

荷物の出し手である発荷主だけではなく、

荷物の受け取り手である着荷主も該当します。

また、会社の規模なども関係ありません。

皆さんの行動も、トラックドライバーの方の

長時間労働の削減のためにとても大切です。

労働局 電話番号 労働局 電話番号 労働局 電話番号

北海道 011-709-2057 石川 076-265-4423 岡山 086-225-2015

青森 017-734-4112 福井 0776-22-2652 広島 082-221-9242

岩手 019-604-3006 山梨 055-225-2853 山口 083-995-0370

宮城 022-299-8838 長野 026-223-0553 徳島 088-652-9163

秋田 018-862-6682 岐阜 058-245-8102 香川 087-811-8918

山形 023-624-8222 静岡 054-254-6352 愛媛 089-935-5203

福島 024-536-4602 愛知 052-972-0253 高知 088-885-6022

茨城 029-224-6214 三重 059-226-2106 福岡 092-411-4862

栃木 028-634-9115 滋賀 077-522-6649 佐賀 0952-32-7169

群馬 027-896-4735 京都 075-241-3214 長崎 095-801-0030

埼玉 048-600-6204 大阪 06-6949-6490 熊本 096-355-3181

千葉 043-221-2304 兵庫 078-367-9151 大分 097-536-3212

東京 03-3512-1612 奈良 0742-32-0204 宮崎 0985-38-8834

神奈川 045-211-7351 和歌山 073-488-1150 鹿児島 099-223-8277

新潟 025-288-3503 鳥取 0857-29-1703 沖縄 098-868-4303

富山 076-432-2730 島根 0852-31-1156

（2022.12）

荷物の受け取り先 中小企業

お問い合わせ

「荷主」って誰のこと？



荷役作業での労働災害を防止しましょう！ 

「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」のご案内 

荷主等（荷主、配送先、元請事業者等）の皆様へ 

 陸上貨物運送事業の労働災害については、最近５年間で増加傾向にあります。 
特に、荷役作業での労働災害は、毎年１万件近く発生しており、労働災害全体の
１割に達しようとしています。しかも、荷役作業での労働災害の3分の2は荷主先
で発生し、そのうちの８割は貨物自動車の運転者が被災しています。 
  

 陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン  

 このガイドラインは、陸運業に従事する労働者の荷役作業での労働災害を防止
するために、陸運事業者のみならず、荷主、配送先、元請事業者などが取り組む
べき事項を具体的に示したものです。 
  

  陸運事業者だけで、荷役作業の安全対策を講じることは困難
ですので、荷主などの皆様も、陸運事業者と連携して、荷役災害
の防止に取り組んでいただくようお願いします。 

 荷役作業場所のチェックリスト  

 荷主などの皆様は、ガイドラインの内容が十分行われているかを
確認するため、４ページ目の「荷役作業場所のチェックリスト」を
活用してください。 

(H29.8) 

○荷役作業の担当者を指名してください 
 荷主等の事業場の安全管理者等の中から、荷役作業の担当者を指名してください。 
この担当者には、陸運事業場と荷役作業についての連絡調整や、陸運事業者と連携した荷役
作業の労働災害防止対策に関する事項を行わせてください。 
  

○陸運事業者と安全衛生協議組織を設置してください 
 反復・定期的に荷の運搬を発注する陸運事業者と合同の安全衛生協議組織を設置してください。
安全衛生協議組織では、荷台等からの墜落・転落災害の防止対策の協議や、合同での荷役作業
の巡視等を行ってください。 

荷役作業における労働災害防止のポイント 

安全管理体制について 

1 

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署  



○荷役作業を陸運事業者に行わせる場合は事前に通知してください 
  

○余裕を持った着時刻を設定してください 
 荷役時間、荷待ち時間、貨物自動車運転者の休息期間、道路状況等を考慮しない荷の着時刻
指定は、安全な作業手順の省略につながるおそれがあることから、着時刻の指定については余裕
を持った設定（弾力的な設定）をしてください。 
 

○荷役場所を安全に作業が行えるようにしてください 
 荷役作業を行う場所について、荷の積卸しや荷役運搬機械・荷役用具等を使用するために
必要な広さの確保、床の凹凸や照度の改善、混雑の緩和、荷や資機材の整理整頓、できるだけ
雨風が当たらない荷役作業場所の確保、安全な通路の確保等に努めるとともに、安全に荷役作業
ができる状況を保持してください。 

荷役作業における労働災害防止の基本対策 

○墜落・転落防止のための施設等を用意してください 
 荷主等が管理する施設について、できるだけプラットホーム、荷台への昇降設備等の墜落・
転落災害防止のための施設、設備を用意してください。また、荷主等が管理する設備において、
できるだけ施設側に安全帯取付設備（親綱、フック等）を設置してください。 

墜落・転落対策 

○陸運事業者の労働者にフォークリフトを貸与する場合、最大荷重にあった資格を 
 持つことを確認してください  

  

○所有するフォークリフトの定期自主検査を実施してください 
  

○フォークリフト使用のルールの決定や安全対策を行ってください 
 荷主等の管理する施設において、構内におけるフォークリフト使用のルール（制限速度、

安全通路等）を定め、労働者の見やすい場所に掲示してください。また、荷主等の管理する
施設において、フォークリフトの走行場所と歩行通路の区分、構内制限速度の掲示、通路の
死角部分へのミラー設置等を行い、運転者に通知してください。 

フォークリフトによる労働災害の防止対策 

○陸運事業者の労働者にクレーン等を貸与する場合、つり上げ荷重にあった資格を 
 持つことを確認してください 
 

○所有するクレーン等の定期自主検査を実施してください 
  

○陸運事業者の労働者が移動式クレーンを運転する場合、設置場所について必要な 
 情報を周知し、転倒防止のための敷鉄板を準備してください 

クレーン等による労働災害の防止対策 

2 

○コンベヤーをまたぐ必要がある場所には、踏切橋等を設けてください 

コンベヤーによる労働災害の防止対策 



3 

○移動経路の整理整頓をお願いします 
 荷主等が管理する施設において、ロールボックスパレット等の進行方向の視界を確保する
とともに、ロールボックスパレット等と他の者との間に手足等を挟まれることのないよう、
移動経路を整理整頓してください。 
 

○床や地面の凹凸や傾斜をできるだけなくしてください 

ロールボックスパレット等による労働災害の防止対策 

○荷役作業場所を整理整頓し、床の凹凸などつまずきの原因をできるだけなくして 
   ください 
  

○段差解消、手すりの設置、床面の防滑対策を講じる等に取り組んでください  

○人力荷役をする場合、できるだけ機械・道具を使って作業するよう施設、設備の 
   改善を行ってください 

転倒、腰痛等の労働災害防止対策 

○改善基準告示の概要を発注担当者に周知してください 
 運送業務の発注を担当する労働者等に対し、改善基準告示の概要について周知し、貨物自動車
運転者が改善基準告示を遵守できるような着時刻や荷待ち時間等を設定してください。 

安全衛生教育 

○陸運事業者と荷主等は、荷役作業等の付帯業務について書面契約の締結を 

 推進してください 
  

○配送先における荷卸しの役割分担について明確にしておいてください 
配送先は発荷主にとっての顧客であるため、陸運事業者と配送先は運送契約を締結する関係に

ない場合が多くなっています。このため、運送契約に基づく荷卸し時の役割分担や実施事項を
発荷主が配送先と事前に調整し、陸運事業者に通知してください。 

  

○陸運事業者の労働者が荷役作業を行う場合、陸運事業者の荷役災害防止の担当者に 
 対し、安全作業連絡書（4ページ目参照）の内容を通知してください 

陸運事業者との連絡・調整 

○荷役機械等に関係する安全衛生教育を行ってください 

改善基準告示について (労働大臣告示「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」） 
   

 トラック運転者の労働時間の改善を図る改善基準告示を陸運事業者が守れるよう、余裕を持った着時刻
の指定、荷待ち時間の短縮化等に取り組んでください。 
   ・トラックの運転時間は1日9時間まで（2日平均） 
   ・拘束時間（運転時間や荷待ち時間等の合計）は1日13時間が基本 等 
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このパンフレットについて詳しくは、厚生労働省のホーム
ページをご覧いただくか、最寄りの都道府県労働局、労働
基準監督署にお問い合わせください。 
  
  

荷主等（荷主、配送先、元請事業者等）の皆様へ 荷役作
業での労働災害を防止しましょう！ 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/00
00117562.html 

  

ロールボックスパレットについて詳しくは、厚生労働省の
ホームページをご覧ください。 
 
ロールボックスパレット使用時の労働災害防止マニュアル 
～安全に作業するための８つのルール～ 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/00
00098500.html 
 

 検 索 荷役作業 荷主等  

作業 チェック項目 
対応
状況 解説 

荷役作業の契約に 
当たって 

 荷の積卸し作業（荷役作業）は   ・荷主等と運送業者との間で、あらかじめ役割分担を
明確にしておくこと（運送引受書の発送）。 
・荷主から、運送業者に、運送業者からドライバー等
に対し、安全作業連絡書を活用し、荷役作業に関する
情報が伝達されていること。 

 ①荷主、運送業者のどちらが行うのか明確にしているか   

 ②運送業者のドライバーに作業内容や作業方法が伝達されているか   

荷役作業に用いる機械、
用具について 

 荷の積卸し作業に   
・フォークリフト、クレーン等の使用に当たっては、資格
が必要であること。 
・使用するフォークリフト、クレーン等は、検査、点検等
により異常がないものとすること。 

 ①フォークリフト、クレーンなどを用いるか   

 ②ロールボックスパレットを用いるか   

 ③台車などを用いるか   

荷役作業を行う場所に 
ついて 
（その１：基本的事項   
 （転倒防止の対策を 
   含む。）） 

 荷の積卸し作業を行う場所は   

・荷役運搬機械と人が接触することのないよう、通路
を分けること。 
・照度や通気・換気に配慮すること。 

 ①通行人が作業場所に立ち入ることはないか   

 ②作業に必要十分な広さか   

 ③整理整頓、床の凹凸の解消、床の防滑対策を実施してるか   

 ④明るい場所か   

 ⑤風・雨が当たらない場所か   

 ⑥（ミラーの設置などによって）死角部分はないか   

荷役作業を行う場所に 
ついて 
（その２：特に墜落防止 
  のための設備対策） 

 トラックの荷台からの墜落防止のために   

・トラック荷台からの墜落災害が多く発生していること
から、できるだけこれらの項目にあげたような対策を
講じることが望まれる。 

 ①荷台との段差のないプラットフォームがあるか   

 ②荷台の外側に設ける仮設の作業床を用意しているか   

 ③安全帯の取付設備はあるか   

 ④荷台への昇降設備（昇降装置、踏台など）を用意してあるか   

作業者の服装について 

 荷の積卸し作業を行う者は   
・保護帽は墜落・転落防止用のもの 
・作業場所に合せて、耐滑性（すべり防止）、屈曲性
（しなやかで運動性が高い）のある安全靴 
 

 ①保護帽を着用しているか   

 ②安全靴を着用しているか   

 ③手袋を着用しているか   

荷台への昇降方法に 
ついて 

 荷台への昇降時に   
・三点確保：手足の４点のどれかを動かすときに残り
３点で確保すること。  ①昇降設備（手すり付き）を用いているか   

 ②三点確保を実行しているか   

荷台での作業方法に 
ついて 

 荷台での作業時に   

・陸運事業者のドライバーの不適切な作業については、
現場の荷役作業担当者等による指導を徹底すること。 

 ①不安定な荷の上を移動していないか   

 ②ラッピング、ラベル貼りなどの作業を荷や荷台上で行っていないか   

 ③安全帯を使用しているか   

 ④荷台端附近で、背を荷台外側に向けて作業していないか   

 ⑤荷台のあおりに乗って作業を行っていないか   

 ⑥荷台上の作業者が、フォークリフトや荷に挟まれるおそれはないか   

荷 役 作 業 現 場 の チ ェ ッ ク リ ス ト 

ロールボックスパレット 
について詳しくは 
下記URLをご覧ください 

 検 索 ロールボックスパレット 厚生労働省  



 

荷役５大災害防止対策チェックリスト 

（荷主、配送先、元請事業者等用） 

チェック欄記入方法 ○：実施している △：一部実施している ×：実施していない －：該当なし 

災害の種類 チェック項目 

チェック 

（○、△、

×の記入） 

改善方針等 

（問題点とそれに対する改善方針、実施時期等を具体的に明記してくださ

い） 

共通事項 

 

保護帽の着

用 

荷役作業を行っている陸運事業者の労働者が保護帽を着用してい

ない場合、着用を呼びかけていますか（事前に陸運事業者との間で

取り決め等をしておくことが望まれる）。 

  

墜落・転落災

害 

安全に作業

できる設備

の設置 

荷主等が管理する施設において、プラットホーム（移動式のもの

を含む。）、墜落防止柵・安全ネット、荷台への昇降設備等の墜落・

転落防止のための施設、設備を用意していますか。 

 
 

荷主等が管理する施設において、タンクローリー上部に登って行

う作業や荷台に積み上げた荷の上での作業等での墜落・転落災害を

防止するため、施設側に安全帯取付設備（親綱、フック等）を設置

していますか。 

  

荷崩れ 安全なパレ

ットの提供 

荷主等が用意したパレットについて、崩壊・倒壊、踏み抜き等の

パレットの破損による労働災害を防止するため、パレットの破損状

況を確認し、破損している場合は交換していますか。 

  

フォークリ

フト使用時 

適切な資格

者による運

転 

陸運事業者の労働者にフォークリフトを貸与する場合は、最大荷

重に合った資格を有していることを確認していますか。 

 

  

荷主等の労働者が運転するフォークリフトにより、陸運事業者の

労働者が被災することを防止するため、荷主等の労働者にフォーク

リフトによる荷役作業に関し、必要な安全教育を行っていますか。 

  

構内使用ル

ー ル の 作

荷主等の管理する施設において、構内におけるフォークリフト使

用のルール（制限速度、安全通路等）を定め、労働者の見やすい場

  



 

成・掲示 所に掲示していますか。 

安全設備の

設置等 

荷主等の管理する施設において、構内制限速度の掲示、通路の死

角部分へのミラー設置等を行うとともに、フォークリフトの運転者

にこれらを周知していますか。 

  

走行場所の

区分 

荷主等の管理する施設において、フォークリフトの走行場所と歩

行通路を区分していますか。 

 

  

無人暴走 降雪・凍結

時の配慮 

荷主等の管理する施設において、トラック停車場所に傾斜があり、

降雪・凍結等によりトラックの滑走のおそれがある場合は、停車場

所を変更するか、除雪を行うようにしていますか。 

  

トラック後

退時 

誘導員の配

置 

荷主等の管理する施設において、誘導員を配置し、トラックを安

全に誘導するようにしていますか。 

 

  

走行場所の

区分 

荷主等の管理する施設において、トラックの走行場所と歩行通路

を区分していますか。 

 

  

※ 上記の事項のほか、荷役作業時に荷主、配送先、元請事業者等が陸運事業者に協力実施すべき総合的な実施事項が、「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に定

められています。本ガイドラインに基づき一層の取組をお願いします。詳しくは、以下ＨＰを参照されるか、最寄りの労働局、労働基準監督署にお尋ね下さい。 

 http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/131017.pdf

http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/131017.pdf


 

荷役５大災害防止対策チェックリスト 

（陸運事業者用） 

チェック欄記入方法 ○：実施している △：一部実施している ×：実施していない －：該当なし 

災害の種類 チェック項目 

チェック 

（○、△、

×の記入） 

改善方針等 

（問題点とそれに対する改善方針、実施時期等を具体的に明記してくだ

さい） 

共通事項 保護帽の着

用 

最大積載量が５トン以上のトラックの荷役作業においては必ず保

護帽を着用させていますか。 

  

上記以外の場合の荷役作業においても保護帽の着用させています

か。 

 

耐滑性のあ

る靴の着用 

雨天時等滑りやすい状態で作業を行う場合には、耐滑性のある靴

（Ｆマーク）を使用させていますか。 

  

墜落・転落災

害 

作業計画の

作成等 

作業計画、作業手順書を作成し、複数の作業者で荷役作業を行う場

合は、作業指揮者を配置していますか。 

  

作業床等の

使用 

荷台の上での作業については、あおりに取り付ける簡易作業床や移

動式プラットホーム等を使用するなどし、荷台のあおりに乗っての作

業を避けさせていますか。 

  

昇降設備の

使用 

荷台への昇降設備を用意し、最大積載量が５ｔ以上のトラックの

荷台への昇降は、昇降設備を使用させていますか。 

  

最大積載量が５ｔ未満のトラックの荷台への昇降についても、昇降

設備（踏み台等の簡易なものでもよい。）を使用させていますか。 

 

荷や荷台上

での作業 

荷や荷台の上で作業を行う場合は、荷台端付近で背を荷台外側に

向けないようにし、後ずさりさせないようにしていますか。不安定な

荷の上では移動させないようにしていますか（一度地面に降りて移動

すること。）。 

  

安全帯の使

用 

安全帯を取り付ける設備がある場合は、安全帯を使用させています

か。 

  



 

荷崩れ 作業計画の

作成等 

作業計画、作業手順書を作成し、複数の作業者で荷役作業を行う場

合は、作業指揮者を配置していますか。 

  

適切な荷付

けの実施 

積付けの際、積みおろしを行う労働者が安全に積みおろしができる

よう配慮した積付けを行い、適切な固定・固縛を行わせていますか。 

  

走行中の荷

への配慮 

荷崩れに繋がりやすい荒い運転（急制動、急発進、急旋回等）をさ

せないようにしていますか。トラックで輸送中、適宜停車時に積荷の

固定・固縛方法を点検させていますか。 

  

荷下ろし時

の配慮 

ロープ解きの作業、シート外しの作業、荷台のあおりやウイングを

動かす場合、荷室扉を開ける場合は、荷台上の荷の落下の危険がない

ことを確認した後に行わせていますか。 

  

教育の実施 荷の固定・固縛方法に係る教育を実施していますか。   

フォークリ

フト使用時 

作業計画の

作成等 

作業計画、作業手順書を作成し、複数の作業者で荷役作業を行う場

合は、作業指揮者を配置していますか。 

  

適切な資格

者による運

転 

フォークリフトの運転は、最大荷重に合った資格を有している労働

者に行わせていますか。 

  

フォークリフトの操作に慣れていない場合は、一定期間は指導者の

指導の下で作業を行わせていますか。 

 

用途外使用

の禁止 

フォークリフトの用途外使用（人の昇降等）、運転席からの身の乗

り出し等の危険な行為をさせないようにしていますか。 

  

安全な運転 停止、急旋回を行わせないこと。バック走行時には、後方（進行方

向）確認を徹底させていますか。 

  

走行場所の

区分 

自社の施設内にあっては、フォークリフトの走行場所と歩行通路を

区分していますか。 

  

無人暴走 作業手順の

作成 

トラックの停車、ドライバーの降車、トラック内での待機について、

作業手順を定めていますか。 

  

逸走防止措 降車時には必ず逸走防止措置（①パーキングブレーキ→②エンジン   



 

置の実施 停止→③ギアロック→④輪止めの４点セット）を実施させています

か。 

逸走時の措

置 

万一、トラックが動き出したときは、止めようとしたり、運転席に

乗り込もうとすることは厳禁とし、周囲への警告を発せさせるように

していますか。 

  

降雪・凍結

時の配慮 

降雪・凍結した坂道（わずかな傾斜も含む）では、原則として停車

させないようにしていますか。 

  

トラック後

退時 

確実な後方

確認の実施 

トラックの後方の状況が十分確認できない場合は、トラックを後退

させないようにしていますか。 

  

後退誘導に

よる後退時

の配慮 

後退誘導担当者がいる場合、誘導担当者が目視できる状態で後退を

行い、声や笛などの音声のみで後退の可否を判断させないようにして

いますか。 

  

後退警告音 原則として、後退警告音の音量は下げないようにしていますか。や

むを得ず下げる場合は、バックモニター等その他の安全対策を併用さ

せるようにしていますか。 

  

誘導員の配

置 

自社の施設内にあっては、誘導員を配置し、トラックを安全に誘導

させていますか。 

  

走行場所の

区分 

自社の施設内にあっては、トラックの走行場所と歩行通路を区分し

ていますか。 

  

※ 上記の事項のほか、荷役作業時に陸運事業者が実施すべき総合的な実施事項が、「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に定められています。本ガイドラインに

基づき一層の取組をお願いします。詳しくは、以下ＨＰを参照されるか、最寄りの労働局、労働基準監督署にお尋ね下さい。 

 http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/131017.pdf 

http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/131017.pdf




















最低賃金についてのお問い合わせは、北海道労働局または最寄りの労働基準監督署（支署）まで

1,0101,010円円
1,0481,048円円特定最低賃金〔産業別〕

令和6年12月1日 発効 時間額

処理牛乳・乳飲料、乳製品、
砂糖・でんぷん糖類製造業 1,1001,100円円特定最低賃金

令和6年12月1日 発効 時間額

鉄鋼業

1,0491,049円円
特定最低賃金〔産業別〕 〔産業別〕

〔産業別〕

令和6年12月1日 発効 時間額

電子部品・デバイス・
電子回路、電気機械器具、
情報通信機械器具製造業 1,0401,040円円特定最低賃金

令和6年12月1日 発効 時間額

船舶製造・修理業、
船体ブロック製造業

最低賃金北海道
〔地域別〕

令和6年10月1日 発効

WEBで確認 北海道の最低賃金  北海道労働局ホームページアドレス
https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-roudoukyoku/ 最低賃金制度 検 索

「働き方改革」お手伝いします！
中小企業相談支援に関するお問い合わせは、
北海道働き方改革推進支援センターへ。　TEL 0800-919-1073

厚生労働省 北海道労働局・労働基準監督署（支署）

時間額

必ず
　　チェック！
最低賃金。



宮城県
むすび丸

承認番号04047号

香川県
ソウキくん

©高知県くろしおくん R050207
宮崎県

みやざき犬
ひぃくん むぅちゃん かぁくん

佐賀県
壺侍

©群馬県 ぐんまちゃん

©鹿児島県ぐりぶー

©2015 秋田県んだッチ R050036 茨　ひより
（茨城県公認Vtuber）

©岐阜県 清流の国ぎふ・ミナモ #0881

©兵庫県 2007
はばタン

©2010 熊本県 くまモン

©2014 大阪府もずやん

©岡山県「ももっち」

©NARA pref.
せんとくん

山梨県
武田菱丸

©HISHIMARU TAKEDA
鳥取県

げんきトリピー

©神奈川県PRキャラクター
かながわキンタロウ

長野県PRキャラクター『アルクマ』
©長野県アルクマ

©静岡県
ちゃっぴー

徳島県
すだちくん

承認番号：万第23-61号

沖縄県
けんぞう君

新潟県
トッキッキ

©山口県
ちょるる

キビタン©福島県

©富山県
きときと君栃木県

とちまるくん

島根県
しまねっこ

島観連許諾第７６８４号
福井県

ジュラチック ラプト

京都府
まゆまろ

©京都府まゆまろ 23020

©2013石川県
ひゃくまんさん#1032

愛知県
エアフィー

大分県
めじろん

青森県
マモルさん

岩手県
わんこきょうだい そばっち

©長崎県
がんばくんとらんばちゃん

三重県
兎の助（うさのすけ）

©北海道　2005-2006
ドーチョくん

千葉県マスコットキャラクター
チーバくん

山形県観光PRキャラクター
きてけろくん

和歌山県PRキャラクター
きいちゃん

滋賀県
キャッフィー　うぉーたん

福岡県
エコトン 東京都

ケンコウデスカマン

埼玉県マスコット
「コバトン」「さいたまっち」

愛媛県イメージアップキャラクター
みきゃん

許諾番号508042









お近くの相談窓口 治療と仕事の両立支援
ハンドブック

病気の治療は、体調の変化や薬の副作用、定期的な通院など、負担は少なくありません。
治療を受けながら働き続けたいけれど、誰にも相談できずに一人で悩んでいませんか？

「治療」と「仕事」の両立に悩んだら

まずはどこに相談すればいいですか？

会 社

本 人

病 院

仕事や治療の状況から
働きたい気持ちがまとまったら、

どのような働き方をしたいか整理する

会社に相談する

今の状況や
自分の気持ちを
整理する 病院に相談する

仕事をする上での不安・困りごとを相談する
会社で活用できる制度（休暇、手当、勤務    
形態の変更等）について説明を受ける

治療の内容や方針がわからない場合、
会社への病状の説明の仕方に悩んだ場合は、
主治医や患者相談窓口に相談する

働きたい気持ちが固まったら、
勤務先や病院と一緒に

両立支援プランを立ててみましょう。

両立を始める前に考えるポイ

ントや困った時の相談先、社

内制度や活用できる支援制度

など、「治療と仕事の両立」

を進める時に必要な情報を掲

載しています。

「治療と仕事の両立支援ナビ」では、支援機関別、
都道府県別に相談窓口を掲載しています。

各都道府県労働局でも相談内容に応じ
た地域の相談窓口を案内しています。
お気軽にお問い合わせください。

全国の産業保健総合支援センター（さんぽセンター）
では、産業保健の専門スタッフが、両立支援に関する
相談を受け付けています。ぜひご活用ください。



技能実習生を受け入れている事業主の皆さま

技能実習生に対するその行為は

人身取引です

※ 労働搾取目的の人身取引に該当する事案とは、
①法人または個人が財産上の利益を得る目的で、
②暴力の行使、脅迫、監禁、詐欺、権力の濫用またはぜい弱な立場に乗ずるなどの手段を用いて、
③加害者の影響下から離脱することを困難な状態に置いた上で、労働者の意思に反して働かせる
の３つの要件を満たすものです。

解雇されたら行くところがないといった
技能実習生の弱い立場につけ込み、
「解雇する」「帰国させる」などと言って
働かせることも、この手段に該当する可能
性があります。

労働者の意思に
反して働かせる
行為

職場内の上下関係
を利用して、
相手の弱い立場に
つけ込む など

以下の手段で、技能実習生を従わざるを得ない状況にして、労働基準関係法令に
違反して働かせる行為も人身取引に該当する可能性があります。

第三者が労働者の賃金の
一部を不当に得る（いわ
ゆる「ピンハネ」）行為

暴力、脅迫、監禁の
ほか、怒鳴る、殴り
かかろうとする など

以下のような行為で技能実習生に恐怖を与え、
働かせると、この手段に該当する可能性があります。

・頭を小突いたり肩を叩く

・住居から無断で外出を禁じ、
勝手に外出すると罰金を取ると脅す

・語尾に「アホ」などの言葉を付けて
強い口調で注意する など

都道府県労働局

強 制 労 働 中 間 搾 取

以下の行為も「人身取引」となる可能性があります

暴力、脅迫、監禁
その他の強制力

権力の濫用または
ぜい弱な立場に乗ずる

！

技能実習生に対する「強制労働」や「中間搾取」などは、人身取引に該当する
可能性があります。絶対にやめましょう。

人身取引※は、重大な人権侵害であり、犯罪です
！



年収の壁で年末の働き方を考えている皆さまへ

年末に向けて、年収が106万円を超えないように、働く時間

を調整しないといけないな・・・

社会保険に加入するとこんなメリットがあります

・・・・残業時間や残業手当ては含まれません

大丈夫です！収入が一時的に上がったとしても、事業主がその旨を証明

（事業主証明）することで、連続２回まで引き続き被扶養者認定が可能です

社会保険加入による変化を
計算してみましょう

週の勤務が20時間以上

給与が月額88，000円以上

２か月を超えて働く予定がある

学生ではない

公的年金
シミュレーター

受付時間 平日8:30-18:15

年収の壁突破・総合相談窓口 （フリーダイヤル・無料）

0120-030-045

手取りかんたん
シミュレーター

年収の壁を超えて働く場合、「年収の壁」内で働く場合と比べて給与所得と年金所得の増加が配

偶者手当等の減少を大きく上回り、世帯の生涯可処分所得が増加するという試算もあります

土日・祝日・年末年始（12/29～1/3）除く

社会保険
の加入 就業調整する前に確認してみませんか?

いわゆる「106万円の壁」

１分で分かる動画はこちら

１月～９月

繁忙期に残業が発生（残業代：計20万円）

10月

配偶者の加入する
健保組合・協会けんぽ

例：毎月10万円（年収120万円）で働くパートの方が残業により一時的に収入増になった場合

10万円

１１月 １２月 事業主証明

私の場合、年収130万円を超えると扶養から外れてし

まうから働く時間を調整しないといけないな・・・
※被扶養者の認定は、年間収入（残業代も含む全ての収入）に基づいて行われます

年金 厚生年金が上乗せで保障がさらに充実

病気・けがや出産で会社を休んでもより安心医療

いわゆる「130万円の壁」

働き控えをする前に、社会保険（厚生年金・健康保険）の加入の条件を

見てみましょう！

社会保険加入の条件（これらすべてを満たす）

年収の壁に関する
詳しい情報はこちら



育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 及び
次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律の概要（令和６年法律第42号、令和６年５月31日公布）

男女ともに仕事と育児・介護を両立できるようにするため、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の
拡充、育児休業の取得状況の公表義務の対象拡大や次世代育成支援対策の推進・強化、介護離職防止のための仕事と
介護の両立支援制度の強化等の措置を講ずる。

令和７年４月１日（ただし、２③は令和６年５月31日、１①及び⑤は令和７年10月１日）

１．子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充【育児・介護休業法】

① ３歳以上の小学校就学前の子を養育する労働者に関し、事業主が職場のニーズを把握した上で、柔軟な働き方を実現するための措置を
講じ（※）、労働者が選択して利用できるようにすることを義務付ける。また、当該措置の個別の周知・意向確認を義務付ける。
※ 始業時刻等の変更、テレワーク、短時間勤務、労働者が就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇（養育両立支援休暇）の付与、その他働

きながら子を養育しやすくするための措置のうち事業主が２つを選択

② 所定外労働の制限 (残業免除) の対象となる労働者の範囲を、小学校就学前の子 (現行は３歳になるまでの子) を養育する労働者に
拡大する。

③ 子の看護休暇を子の行事参加等の場合も取得可能とし、対象となる子の範囲を小学校３年生（現行は小学校就学前）まで拡大するとと
もに、勤続６月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みを廃止する。

④ ３歳になるまでの子を養育する労働者に関し事業主が講ずる措置（努力義務）の内容に、テレワークを追加する。
⑤ 妊娠・出産の申出時や子が３歳になる前に、労働者の仕事と育児の両立に関する個別の意向の聴取・配慮を事業主に義務付ける。

２．育児休業の取得状況の公表義務の拡大や次世代育成支援対策の推進・強化 【育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法】

① 育児休業の取得状況の公表義務の対象を、常時雇用する労働者数が300人超（現行1,000人超）の事業主に拡大する。
② 次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定時に、育児休業の取得状況等に係る状況把握･数値目標の設定を事業主に義務付ける。
③ 次世代育成支援対策推進法の有効期限（現行は令和７年３月31日まで）を令和17年３月31日まで、10年間延長する。

３．介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等【育児・介護休業法】

① 労働者が家族の介護に直面した旨を申し出た時に、両立支援制度等について個別の周知・意向確認を行うことを事業主に義務付ける。
② 労働者等への両立支援制度等に関する早期の情報提供や、雇用環境の整備（労働者への研修等）を事業主に義務付ける。
③ 介護休暇について、勤続６月未満の労働者を労使協定に基づき除外する仕組みを廃止する。
④ 家族を介護する労働者に関し事業主が講ずる措置（努力義務）の内容に、テレワークを追加する。 等

施行期日

改正の概要

改正の趣旨

1

このほか、平成24年の他法の改正に伴い整備する必要があった地方公営企業法第39条第６項について規定の修正等を行う。



１．（１）子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充

：現行の努力義務：見直し：現行の権利・措置義務

※始業時刻の変更等：フレックスタイム制、時差出勤、保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与

育児休業、又はそれに準ずる措置

出生 １歳 ３歳 就学２歳

育児休業

短時間勤務制度

○1日６時間とする措置。
（※）様々なニーズに対応するため、 1日６時間

を必置とした上で、他の勤務時間も併せて設
定することを促す。（指針）

○労使協定により、短時間勤務が困難な業務に従
事する労働者を適用除外とする場合の代替措置
・育児休業に関する制度に準じる措置
・始業時刻の変更等（※）

所定外労働の制限（残業免除）

時間外労働の制限（残業制限）（24時間/月、150時間/年を超える時間外労働を禁止）、深夜業の制限

柔軟な働き方を実現するための措置

○事業主は、

・始業時刻等の変更
・テレワーク等(10日/月)
・保育施設の設置運営等
・養育両立支援休暇の付与(10日/年)

・短時間勤務制度

の中から２以上の制度を選択して措置する義務。
労働者はその中から１つ選べる。

※テレワーク等と養育両立支援休暇は、原則時間単位で取得可
※措置の際、過半数組合等からの意見聴取の機会を設ける
※３歳になるまでの適切な時期に面談等
※心身の健康に配慮(テレワークでの労働時間の適切な把握等)（指針）

所定外労働の制限（残業免除）の延長

子の看護休暇
就学以降に延長

（小学校３年生まで）
取得事由の拡大（感染症に伴う学級閉鎖等、入園(入学)式及び卒園式を追加）、

「子の看護等休暇」に名称変更、勤続６か月未満の労働者の労使協定除外の仕組みの廃止

フルタイムでの
柔軟な働き方

育児目的休暇 育児目的休暇

2

改正の趣旨

子の年齢に応じてフルタイムで残業をしない働き方やフルタイムで柔軟な働き方を希望する割合が高くなっていくこと（女性・正社員）
などから、男女とも希望に応じて仕事・キャリア形成と育児を両立できるようにしていく必要がある。

見直し内容

テレワークを追加

出生時育児休業

（産後パパ育休）

始業時刻の変更等（※）

テレワーク（努力義務）



１．（２）労働者の仕事と育児の両立に関する個別の意向の聴取・配慮等の新設

個別の意向の聴取の時期

①、②の時期のほか、
・育児休業後に就業を開始する際
・労働者から申出があった際
等に、個別の意向を確認すること
が望ましいこととする（指針）

定期的な面談

・妊娠・出産等の申出時
・「柔軟な働き方を実現するための措置」

に係る面談等
・育児休業からの復職時
・短時間勤務制度や「柔軟な働き方を

実現するための措置」の利用期間中
などの機を捉え、定期的な面談を行う
ことが望ましいこととする（指針）

出生 ３歳 就学労働者からの妊娠・出産等の申出

育児休業制度の個別周知・意向確認

［時期］
本人又は配偶者が妊娠・出産等を申し出たとき

［個別周知と意向確認］
・事業主は、労働者に対して育児休業制度等の周
知と育児休業・産後パパ育休の取得意向を確認す
るために面談等の措置を講じなければならない

「柔軟な働き方を実現するための措置」の
個別周知・意向確認

［時期］
３歳になるまでの適切な時期

（加えて、最初の利用時以降にも定期的な面談等
を実施することが望ましい（指針））

［個別周知と意向確認］
・事業主は、労働者に対して制度等の周知と利用
の意向を確認するために面談等の措置を講じな
ければならない

個別の意向の聴取と配慮

［個別の意向の聴取］
・子や家庭の状況により、両立が困難となる場合

もあるため、労働者の離職を防ぐ観点から、意向
（勤務時間帯や勤務地、両立支援制度の利用期間
の希望等）を確認しなければならない

［意向の配慮］
・意向を確認したあとは、自社の状況に応じ、事業

主はその意向に配慮をしなければならない。
  例：配置、業務量の調整、両立支援制度の利用
    期間等の見直し、労働条件の見直しなど

３歳になるまでの適切な時期

個別の意向の聴取と配慮

［個別の意向の聴取］
（同左）

［意向の配慮］
（同左）

3

① ②

：現行の措置義務

：見直し
さらに望ましい対応として、
・子に障害がある場合等で希望するときは、短時間勤務制度や子の看護等休暇等の利用可能期間を延長すること
・ひとり親家庭の場合で希望するときは、子の看護等休暇等の付与日数に配慮すること 等を示す（指針）

労働者の仕事と育児の両立支援のニーズに対応するためには、「柔軟な働き方を実現するための措置」の制度等の周知とその利用の
意向を確認するとともに、子や各家庭の状況に応じた個別の意向に配慮する必要がある。

見直し内容

改正の趣旨



２．育児休業の取得状況の公表義務の拡大や次世代育成支援対策の推進・強化

現在の少子化の進行等の状況や「男女とも仕事と子育てを両立できる職場」を目指す観点から、次世代育成支援対策推進法を延長すると
ともにその実効性をより高め、男性の育児休業取得等をはじめとした仕事と育児の両立支援に関する事業主の取組を一層促す必要がある。

行動計画策定指針（第7条）国 地方公共団体行動計画の策定（任意）

①企業等（一般事業主）：行動計画の策定、認定制度

自主的な
行動計画の策定

都道府県労働局への届出・
事業主による公表、実施

計画終了・
目標達成

厚生労働大臣による
認定

基準を満たした場合

■PDCAサイクルの確立
育児休業取得状況や労働時間の状況を把握し、
改善すべき事情を分析した上で、分析結果を
勘案して新たな行動計画を策定又は変更

■計画の仕組みを見直し、数値目標（育児休業の取得状況、労働時間の状況）の設定を義務付け
※男性の育児休業等取得率、フルタイム労働者の各月の時間外・休日労働時間

常時雇用労働者100人超 ：義務
常時雇用労働者100人以下：努力義務

■育児休業取得率の基準を引上げ
■時間外労働の基準の引上げ（育児世代に注目した
基準も追加）

■男性の育児休業取得期間の延伸のための基準を追加

認定基準（省令事項）の見直し

※こども家庭庁等が所管②国・地方公共団体の機関（特定事業主）

次世代育成支援対策推進法 令和７年３月末までの時限立法（平成17年４月から10年間の時限立法。その後10年間延長。）

令和17年３月末まで10年間延長

見直し内容

行動計画に盛り込むことが望ましい事項として、例えば以下のような内容を示す（指針）
・両立支援制度利用時の業務の分担や業務の代替要員確保に関する企業の方針
・育休後に復帰するポジションに関する納得感の向上に向けた取組に関すること
・育児休業取得者や短時間勤務制度利用者、その周囲の労働者に対するマネジメントや評価に関すること
・育児に必要な時間帯や勤務地に対する配慮に関すること
・育児中の労働者や育休中の労働者の業務を代替する労働者の心身の健康への配慮(勤務間インターバルの確保に関することを含む) 等

：見直し

4

：現行の措置義務

改正の趣旨

事業主

市町村・都道府県

300人超の事業主に拡大

■男性の育児休業取得率の公表義務（育児・介護休業法）

常時雇用労働者1,000人超：義務



３．介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等

仕事と介護の両立支援制度を十分活用できないまま介護離職に至ることを防止するため、仕事と介護の両立支援制度の個別周知と意向
確認により効果的な周知が図られるとともに、両立支援制度を利用しやすい雇用環境の整備を行うことが必要である。

見直し内容

常時介護を必要とする状態 介護終了

所定外労働の免除(残業免除)

時間外労働の制限（残業制限）・深夜業の制限

選択的措置義務

介護休業① 介護休業③介護休業②介護休業

選択的
措置義務

所定外労働
の免除

介護休暇

時間外労働・
深夜業の制限

(3時間）(1日） (5時間） (1日） (1日）

ஂ
૧
೬
ၿ

要介護状態にある対象家族について、介護の体制を構築(※)して
働きながら対応できるようにするために一定期間休業するもの。
※介護サービスの手続き等も含まれる
対象家族１人につき、通算93日、３回まで分割可能。

事業主は利用開始から３年以上の期間内で２回以上、短時間勤務・
フレックスタイム・時差出勤・費用助成*のいずれかを利用できる
措置を講ずる義務（*費用助成は１回(一括払い)にすることが可能）。

介護終了まで何回でも請求可能。

要介護状態にある対象家族の介護・世話（※）をするための休暇。
※通院の付き添い、ケアマネジャーとの打ち合わせ等

介護終了まで年間５日（対象家族が２人以上の場合は10日）、
時間単位で取得可能。

時間外労働の制限…１か月24時間、１年150時間を超える時間外
労働を制限する制度

深夜業・・・午後10時～午前5時までの就業
介護終了まで何回でも請求可能。

ஂ
૧
೬
ၿ

ஂ
૧
೬
ၿ

ஂ
૧
೬
ၿ

ஂ
૧
೬
ၿ

■事業主に以下の措置義務。
・介護に直面した労働者が申出をした場合に、両立支援制度等に関する情報の個別周知・意向確認
・介護に直面する前の早い段階（40歳等）の両立支援制度等に関する情報提供 ※併せて介護保険制度についての周知も望ましい（指針）
・研修や相談窓口の設置等の雇用環境の整備

※介護休業制度の目的（介護の体制を構築するために一定期間休業するもの）の理解促進を図る観点から、事業主による個別周知等を行う際には、
その制度目的を踏まえることが望ましい（指針）。

■介護期の働き方について、労働者がテレワークを選択できるよう事業主に努力義務。

■介護休暇の勤続６か月未満の労働者の労使協定除外の仕組みは廃止する。

：見直し：現行の権利・措置義務
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優秀な人材の確保や職場定着を図るためには、これまでの「働き方」の見直しが課題となっ

ています。女性が働きやすい魅力ある職場づくりは「働き方改革」の一番の近道です。

女性活躍推進法では、常時雇用する労働者数（※１）が301人以上の企業については、①自社の女

性の活躍状況の把握・課題分析 ②行動計画の策定・社内周知・外部公表 ③行動計画を策定した

旨の届出 ④女性の活躍に関する情報公表 に取り組むことが義務となっています。（常時雇用
する労働者数が101人以上300人以下の企業は、令和4年3月までは努力義務、令和4
年4月からは義務となりました。常時雇用する労働者数100人以下は努力義務）

女性の活躍推進に継続的に取り組みましょう！

※１ パートタイム労働者や契約社員であっても、１年以上継続して雇用される見込みがある又は１年以上

継続して雇用されている労働者も含まれます。

を推進するため

以下の基礎項目（必ず把握すべき項目）の状況把握、課題分析を行いましょう。課題であると
判断された事項については、任意で把握することとする選択項目についても実情に応じて把握す
ることが効果的です。

【基礎項目】

① 採用した労働者に占める女性労働者の割合（区）(※２) ② 男女の平均継続勤続年数の差異（区） (※２)

③ 労働者の各月ごとの平均残業時間数等の労働時間の状況 ④ 管理職に占める女性労働者の割合

＜ステップ１＞ 自社の女性の活躍に関する状況の把握、課題分析

※２（区）の表示のある項目については、雇用管理区分（例：事務職、技術職 / 正社員、契約社員 等）
ごとに把握を行うことが必要です。

ステップ１で分析した課題に基づき、①職業生活に関する
機会の提供及び②職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環
境の整備の区分ごとに１つ以上数値目標（※３及び２頁参照）を定
め、目標を達成するための具体的な取組内容とその実施時期の
決定を行い、行動計画として策定し、労働者へ周知、外部に公
表（※４）しましょう。

※３ 300人以下の企業は①又は②の中から１つ以上数値目標を
定めてください

※4 厚生労働省が運営する「女性の活躍推進企業データベース」
への掲載や自社ホームページ等、インターネットの利用にな
どで行いましょう

＜ステップ２＞ 行動計画の策定、社内周知、公表
女性技術者を増やし、女性が活躍できる雇用環境の整備を行うため、
以下の行動計画を策定する。

１．計画期間 2022年４月1日～2025年３月31日

２．当社の課題

(1)技術職に女性の応募が少ない。

(2)女性の大半が事務職で総務部に配置され、配置先が偏っている。

３．目標と取組内容・実施時期

目標１：技術職の女性採用者数を取組前より２人以上増加させ、技術職
の採用者の女性比率を３０％以上にする。

＜取組内容＞
・2022年４月～
技術職の女性を増やすため、学生向けパンフレットを作成する。
・2023年５月～
女子学生を対象とした現場見学会を毎年開催する。
・2023年11月～
理系大学・高専での学生向け説明会を実施。

目標２：男女とも平均勤続年数を９年以上とする。

＜取組内容＞
・2022年４月～
過去３年の平均残業時間を部署ごとに把握。
・2023年10月～
育児休業および介護休業からの復職者に対し、上司、人事担当者による
面談を年２回実施。
・2024年４月～
フレックスタイム制度や時差出勤制度の運用についての見直しを開始、
社員にアンケートを実施。
・2024年10月～
フレックスタイム制度や時差出勤制度の問題点を反映させた運用を試行
的に開始

株式会社A 女性活躍推進法に基づく行動計画

女性活躍推進法特集ページ

詳細は

行動計画策定の流れ



状況把握・課題分析の結果、上記の①または②の区分のどちらか一方の取り組みが既に進んでおり、
もう一方の取り組みを集中的に実施することが適当と認められる場合には、①または②のどちらかの
区分から２項目以上を選択して、関連する数値目標を定めても構いません。

・採用した労働者に占める女性労働者の割合(区)

・男女別の採用における競争倍率(区)

・労働者に占める女性労働者の割合(区)(派)

・男女別の配置の状況(区)

・男女別の将来の育成を目的とした教育訓練の受講
の状況(区)

・管理職及び男女の労働者の配置・育成・評価・昇
進・性別役割分担意識その他の職場風土等に関す

る意識(区) (派:性別役割分担意識など職場風土等

に関する意識)

・管理職に占める女性労働者の割合

・各職階の労働者に占める女性労働者の割合及び
役員に占める女性の割合

・男女別の１つ上位の職階へ昇進した労働者の割合

・男女の人事評価の結果における差異(区)

・セクシュアルハラスメント等に関する各種相談窓

口への相談状況(区)(派)

・男女別の職種又は雇用形態の転換の実績(区)(派)

・男女別の再雇用又は中途採用の実績(区)

・男女別の職種若しくは雇用形態の転換者、再雇用

者又は中途採用者を管理職へ登用した実績

・非正社員の男女別のキャリアアップに向けた研修

の受講の状況(区)

・男女の賃金の差異(全・正・パ有)

近年、女性社員の採用も増えてきているが、管理
職の女性は少なく、また、男女ともに長時間労働
が課題である会社の場合

数値目標１ ①の区分に関する数値目標！

数値目標の例

① 女性労働者に対する職業生活に
関する機会の提供

・男女の平均継続勤務年数の差異(区)

・10事業年度前及びその前後の事業年度に採用
された労働者の男女別の継続雇用割合(区)

・男女別の育児休業取得率及び平均取得期間(区)

・男女別の職業生活と家庭生活との両立を支援す

るための制度（育児休業を除く）の利用実績

(区)

・男女別のフレックスタイム制、在宅勤務、テレ
ワーク等の柔軟な働き方に資する制度の利用実

績

・労働者（※）の各月ごとの平均残業時間数等の

労働時間 （健康管理時間）の状況

・労働者（※）の各月ごとの平均残業時間数等の

労働時間 （健康管理時間）の状況(区)(派)

・有給休暇取得率(区)

② 職業生活と家庭生活との両立に
資する雇用環境の整備

課長職より１つ下の職階の女性割合を
20％から30％にする。

数値目標2 ②の区分に関する数値目標！

毎月の平均残業時間を20時間以下にする。

※「(区)」の表示のある項目：状況把握の際は、雇用管理
区分ごとに把握を行うことが必要です。

※「(派)」の表示のある項目：労働者派遣の役務の提供を
受ける場合には、状況把握の際は、派遣労働者を含めて
把握を行うことが必要です。

※ 上記の項目は状況把握項目を区分したものであり、朱字
は基礎項目（必ず把握すべき項目）です。(他は選択項目)

２

＜ステップ２のつづき＞行動計画の策定、社内周知、公表

原則として、以下の①と②の区分ごとに１つ以上の項目を選択し、それぞれ関連する数

値目標を定めた行動計画を立てる必要があります。

次ページ ＜ステップ３＞へ

※ 男女の賃金の差異については、「全労働者」､「正規労働
者」､パート・有期社員の「非正規労働者」の3区分で把握を
行うことが必要です。



※「(区)」の表示のある項目は、雇用管理区分ごとに公表を行うことが必要です。ただし、属する労働
者数が全労働者の概ね１割程度に満たない雇用管理区分がある場合は、職務内容等に照らし、類似の
雇用管理区分とまとめて算出して公表して差し支えありません（雇用形態が異なる場合を除きます）。

※「(派)」の表示のある項目は、労働者派遣の役務の提供を受ける場合には、派遣労働者を含めて公表
を行うことが必要です。

併せて、上記の項目とは別に、以下の項目についても、女性活躍推進法に基づく公表が可能となり
ます。
・女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供に資する社内制度の概要
・労働者の職業生活と家庭生活の両立に資する社内制度の概要

・男女の平均継続勤務年数の差異
・10事業年度前及びその前後の事業年度に

採用された労働者の男女別の継続雇用割合
・男女別の育児休業取得率(区)
・労働者の一月当たりの平均残業時間
・労働者の一月当たりの平均残業時間(区) (派)
・有給休暇取得率
・有給休暇取得率(区)

② 職業生活と家庭生活との両立に
資する雇用環境の整備

・採用した労働者に占める女性労働者の割合
(区)

・男女別の採用における競争倍率(区)
・労働者に占める女性労働者の割合(区)(派)
・係長級にある者に占める女性労働者の割合
・管理職に占める女性労働者の割合
・役員に占める女性の割合
・男女別の職種又は雇用形態の転換実績

(区)(派)
・男女別の再雇用又は中途採用の実績
・男女の賃金の差異（全・正・パ有）

① 女性労働者に対する職業生活に
関する機会の提供

３

自社の女性の活躍に関する状況について301人以上の企業は、以下の①の区分から男女の賃金の差異を
含めた2項目以上、②の区分から１項目以上を選択して、３つ以上（※）の項目を公表しましょう。公表
に当たっては、学生をはじめとした求職者が簡単に閲覧できるよう「女性の活躍推進企業データベース」
(４頁参照)等でおおむね年１回以上更新し、いつの情報なのかわかるよう更新時点を明記しましょう。

＜ステップ３＞ 女性の活躍に関する情報公表

※ 300人以下の企業は①又は②の中から１つ以上の項目を選択し、公表することで構いません

数値目標の達成状況や、行動計画に基づく取組の実施状況の点検・評価を定期的に行い、その結果を

その後の取組や計画に反映させ、PDCAサイクルを確立させましょう！

＜ステップ５＞ 取組の効果の測定

北海道労働局雇用環境・均等部指導課へ電子申請、郵送又は持参により届け出ましょう。届出様式は厚生

労働省ホームページ「女性活躍推進法特集ページ」からダウンロードできます。

電子申請システムは下記のＵＲＬからアクセスできます。

https://www.e-gov.go.jp/shinsei/
女性活躍推進法特集ページ様式は

＜ステップ４＞ 行動計画を策定した旨の届出

※「男女の賃金の差異」については、「全労働者」、「正規雇用労働者」、パート・有期社員「非正規
雇用労働者」の３区分での公表が必要です。



「女性活躍推進法」、「えるぼし認定、プラチナえるぼし認定」の詳細は、厚生労働省ホー
ムページ（女性活躍推進法特集ページ）をご覧ください。お問い合わせは、北海道労働局雇用
環境・均等部指導課へ。

☎０１１－７０９－２７１５ 【受付時間 8時30分～17時15分(土日・祝日・年末年始を除く)】

女性活躍推進法特集ページ

「女性の活躍推進企業データベース」登録企業からの声

「データベースを見た女子学生からの応募が増え、優秀な人材を採用できた。」

「就職活動生から、志望する際に、このサイトを見て当社を選んだという声があった。」

「学生は公表情報を確認し、他社と比較しており、積極的な開示はプラスになると考えている。」

など

厚生労働省 北海道労働局雇用環境・均等部 指導課

女性の活躍に関する情報を公表する際、厚生労働省「女性の活躍推進企業データベース」を是非ご活用

ください。学生をはじめとした求職者が見やすいようスマートフォン版の運用も開始しています。

○業界内・地域内での自社の位置付けを知ることができます。

○自社の取組、状況を消費者、投資家にアピールできます。

○法で求められている年１回のデータの更新についても、掲載企業に対して

メールでお知らせするため、忘れずに行えて安心です。

「女性の活躍推進企業データベース」で公表しましょう

えるぼし・プラチナえるぼし認定を受けることができます！

【メリット】

１．自社の商品、広告などに認定マークが使用できます。

２．日本政策金融公庫による低利融資を受けられます。

３．公共調達において加点評価を受けることができ、有利になる場合があります。

（プラチナえるぼし認定の場合のみ）

４．一般事業主行動計画の策定・届出が免除されます 認定マーク「えるぼし、プラチナえるぼし」

〒060-8566 札幌市北区北８条西２丁目１－１ 札幌第１合同庁舎
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その待遇の違い、説明できますか？

パートタイム・有期雇用労働法で

正社員と非正規雇用労働者の間の

不合理な待遇差は禁止されています

正社員と同じ仕事をしているのに…

正社員と同じように手当はもらえないの？

不合理な待遇差について、何も対策をしない場合

裁判で法違反と判断される可能性もあります。

短時間労働者や有期雇用労働者から、正社員との待遇差の内容や理由などを問われた場合、

事業主は非正規雇用労働者に説明しなければなりません。

事業主の皆さま

⚫ 「パートだから」「契約社員だから」という理由では、説明として

認められません。

⚫ 待遇ごとの性質・目的に照らして、職務内容や転勤・異動の範囲の

違いなどから、具体的に理由を説明できることが必要です。

何をどう見直せばいいの？

基本給
賞与

（ボーナス）

各種手当て 教育訓練

食堂・休憩室
等の利用機会

etc…

「働き方改革推進支援センター」が
そんなお悩みをサポートします！ ▶裏面へ

同一労働同一賃金 検索

パートタイム・有期雇用労働法
キャラクター「パゆう」ちゃん 厚生労働省・都道府県労働局

▼解説動画あり



働き方改革推進支援センター

利用してみませんか？

働き方改革推進支援センターでは、キャリアアップ助成金について「正社員化コース」

や「賃金規定等改定コース」といった５種類のコースから、各企業に合わせたコースを

ご紹介できます。

従業員が納得感をもって働ける環境が整備でき、不平や不満も最小限

になってきている。給与や労務関係の担当者もこれまで曖昧になって

いた待遇面での問題が解決され、管理スキルが上がってきた。これか

らも、従業員の意見に耳を傾け、よりよい労働環境にしていきたい。

利用者の声 【事業内容：飲食業 従業員：83人 （山梨県）】

全国47都道府県にあるセンターでは、社会保険労務士などの専門家が無料で

相談に応じています。

来所・電話相談

来所・電話によりご相談を承り

ます。

受付時間 平日9:00~17:00

企業への訪問相談サービス

専門家が、会社に訪問もしくは

オンラインで相談を承ります。

セミナー開催

企業向けのセミナーを随時開催

しています。

メール相談

メールでの相談も承ります。

助成金の活用相談

キャリアアップ助成金を活用しての、

パートタイマー、アルバイト、契約社員

の待遇の相談も承ります。 働き方改革推進支援センター
（電話番号、メールアドレスは事業所の所在地の都道府県名
をクリックしていただけますとご覧になれます。）

詳しくは 働き方改革推進支援センター 検索

令和５年２月作成 リーフレットNo.10

例：「賃金規定等改定コース」

有期雇用労働者等の基本給の賃金規定等を

増額改定し、実際に賃金を引き上げた場合

に助成します。

５万円 ６万5,000円

４万3,000円

３％以上
５％未満

５％以上

※ すべての有期雇用労働者等の賃金規定等を改定する場合の他、
雇用形態別や職種別などの区分で一部の賃金規定等を改定する
場合も助成を受けられます。

キャリアアップ助成金とは

３万3,000円

＜助成額（労働者１人あたり）＞

賃金引上げ率

企業規模

中小企業

大企業
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